
子ども・子育て支援新制度に関する事業者説明会 

対象：幼稚園（給付対象施設移行予定園） 
 

平成27年２月18日(水) 

      午後６時30分～午後９時 

会場：開港記念会館 ６号室 

 

<次第> 
 

１ 開会 

２ 議事 

(1) 公定価格について 

(2) 職員処遇改善等加算について 

(3) 保育・教育向上支援費（本市独自助成）について 

(4) 障害児等保育について 

(5) 幼稚園・認定こども園に対する補助事業について 

(6) 給付事務・利用者負担について   

(7) 認定事務について 

(8) 業務管理体制の整備について    

３ 質疑応答 

４ 閉会 

 

 

〔配付資料〕 

 

資料１ 公定価格（本単価）について 

資料２ 公定価格（案）における処遇改善等加算に係る加算率認定申請について 

資料３ 保育・教育向上支援費（本市独自助成）について 

資料４ 障害児保育教育対象児童及び特別支援対象児童の認定について 

資料５ 幼稚園・認定こども園に対する補助事業について 

資料６ 給付事務・利用者負担について 

資料７ 認定事務について 

資料８ 特定教育・保育提供者の業務管理体制の整備について 

 

本日の説明内容は、平成 27 年度予算案にかかる事項です。最終的に予算審議を経て

決定しますので、今後変更になる場合があることを、あらかじめご了承ください。 



◆ お問い合わせ先 ◆ 

 横浜市では、子ども・子育て支援新制度の給付事務に関する問い合わせに対応する｢給

付事務コールセンター｣と、横浜市が無償提供している請求明細作成ソフトのインスト

ールや操作方法専門の｢請求明細作成ソフト ヘルプデスク｣を開設いたしました。 

 不明な点は、下記コールセンターへお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 制度全般について ◆ 

制度の概要、資料については、専用ホームページを御確認ください。 

 （情報、様式等 随時更新されますので、ご確認ください） 

 http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/shien-new/jigyosha/ 

＜給付事務コールセンター＞ 
 子ども・子育て支援新制度の公定価格、市独自助成の項目や 

要件に関するお問い合わせ 

【０４５－６６４－２６１６】 

(開設期間) 平成 27 年２月１日～    

(受付時間)8:45～17:00 ※土日･祝日を除く 

＜請求明細作成ソフト ヘルプデスク＞ 
  請求明細作成ソフトの操作方法等に関するお問い合わせ専門 

【０４５－４５３－５６２７】 

(開設期間)平成 27 年２月１日～   

(受付時間)9:00～17:00 ※土日･祝日を除く 



公定価格（本単価）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 問い合わせ先について 

  公定価格の加算要件等についてご不明な点があれば、給付事務コールセンターへお問い合わせくだ

さい。 

電話番号０４５－６６４－２６１６ 

（開設期間）平成 27 年２月１日～平成 27 年３月 31 日 

（受付時間）８：４５～１７：００ ※土日・祝日を除く 

  ※国から示されていない事項等もあり、現時点では明確にお答えできない事項もありますのでご了

承ください。 

 

２ 公定価格についてのＱＡ 

（１） 他市町村在住の子どもに対しては、その市町村の地域区分を適用するのか？ 

  Ａ．地域区分は施設等の所在地（横浜市）の地域区分を適用します。 

    例として）大和市の子どもが横浜市の施設を利用する場合 

    ①公定価格は横浜市の地域区分（16/100）、②利用者負担は大和市が定めた利用料、 

③給付費の請求先は大和市 となります。 

 

 

（２） 28、29 年度の公定価格はどうなるのか？ 

  Ａ．（28 年度以降の公定価格は各年度の国の予算編成の過程で最終決定することになりますが） 

    28、29 年度の公定価格は 27 年度と同額となることが想定されます。27～29 年度で段階的に実

施する予定だった「質の改善」について 27 年度から実施したという整理です。 

 

（３） 消費税増税延期の影響は？ 

  Ａ．消費税増税による増収分を「質の改善」等に充てる予定でした。消費税増税は延期されました 

が、「質の改善」は 27 年度から実施することとなりました。増税延期の影響はないと言えます。 

主な内容 

◆国の子ども・子育て会議で 27 年度の公定価格が提示されました。 

◆29 年度までに実施するとしていた「質の改善」はすべて反映しています。 

◆横浜市の地域区分は 12/100 地域から 16/100 地域へ変更となりました。 

◆処遇等改善加算の加算率が示されました。（別紙） 

◆１号認定のチーム保育加算の上限人数が変更になりました。（大規模園への加配見直し） 

 （利用定員～45人は１人、46～150人は２人、151～240人は３人、241～270人は３．５人、271～300人は４人、

  301～450 人は５人、451 人～は６人を上限として加算） 

◆冷暖房費加算の区分は、「その他地域」です。 
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（４） 「質の改善」が実施されるまで横浜市で先取りすると説明していた独自助成項目はどうなるのか？ 

  Ａ．３歳児職員配置加算、処遇等改善加算（質の改善分）については、国の加算が行われるまでは、

本市で先取りする旨、８月の説明会等でお知らせしましたが、27 年度から公定価格で加算される

ことになりましたので、本市独自助成は国の加算と重複しないよう、項目及び単価を整理してい

ます。 

 

３ 添付資料 

 公定価格単価表（案） 16/100 地域 
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幼稚園
(教育標準時間認定(1号)) 
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基本部分 加算部分1 (続()

在"嘉吉品主事加#
副園長 溝3歳児対応加

満配置加3改歳算善り児(3加}対歳算応児有加E⑨[ 処遇加改算善等地域
定員区分

認定
年齢区分

高生骨量i商
教頭面置 処遇改善 配置加改算善し{加3}緯算児無配 処遇加改算善等区分 区分 {議〉

@ |(注1) 1(;30 1 )司 加算 等加算

① ② @ @ @ @ ID 

0人から 4歳以上児 0円l__(__Q円)+ 0円I(0円JIX加算率 O円 +I(注1)(0円) (0円 x加算率)
0人まで O円 ×加算率

廿 +

×加算率 O円×加算率 十| |+|0円×加算率|+| |+|0円×加算車|0/100 3 歳児 O円 + +1 0円 0円 O円
1号

地域 O人から 4歳以よ児 O円I( 0円)十 0円I(0円)Ix加算率
X加O算円率
+I(注1)(0円) (0円×加算車)

O人まで O円 ×加算率
+1 OPlI+ 

0円×加算率 J+[~円×加算車1+1 |十@円X加酔|3 歳児 0円 + +1 0円 O円 0円

赤字，質改善事項【幼稚園(教育標準時間認定打号)) ] 

詞重蔀分;I L 

定員を恒常的に超
過する場合

(⑤~⑪) 
xO/100 

(0円
+0円x加算率)

x人数

O円 lー

※3月分の単価に加算

0円×週当たり1+
実施回数×加算率

(⑤~⑬) 
xO/10日

(0円
+0円×加算率)

×人数

0円
(-( 

※3月分の単価に加算

0円X週当たり|制
実施日数×加算串

て、各月初日町利用子どもの単価に加算
，~音畠友枯骨 B それ以外の障害児受入施設

る法律{回和24年法徐草200号)第1条第1号且日第2号に

)面白百両奇1寸扇吾7

チム
保育加国加算
(注2)

⑮ 

年齢別配置基準を下回る
場合

⑩ 

外部監査費加算

⑬ 

処遇改善等加算給童実施加算

O円×週当たり1+
実施回数

+ 

O円×週当たり1+1
実施回数

初日の利用子どもの単価に加算

初日町利用干どもの単価に加算

加
算
部
分

2

2 

TI主1)年度目初日目前日におI
(注2)チーム保育教諭等が1人町場合の加算額(利用定員一45人は1入、 46-150人は2人、 151-240人は3入、 241-270人は3，5人、 271-300人は4人、 301-450人は5人、 451人~は白人をよ限として加算〕
(※)質の改善事項における事再録担への軒誌は主常勤ク伺持7若手合や。
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(音項目の説明:幼稚園(教育標準時間認定打号)) ) 

①地域区分 ・・・施設の所在する地域(市町村)に応じて8区分設定

12W100地域116/100地域115/100地域112/100地域い0/100地域16/100地域 13/100地域|その他地域|

②定員区分 ・・・施設の利用定員に応じて 17区分設定

|15人まで 116~25人|・・ (10人単位)…|36~45人 146~60Á| ー (15人単位)・ー |136~150人1151~180人|・ー (30人単位) . . .1271~別人1301 人以上|

③認定区分 ・・・認定区分に応じて設定(教育標準時間認定:1号)

④年齢区分 ・・・子どもの満年齢に応じて2区分 (4歳以上児、 3歳児)

⑤議室盆墜鼠(注) .・・①~④の区分に応じた子ども 1人当たりの月額単価 (司基本分単価の内訳はP6参照)
※ 質の改善事項における事務急提への対依(非常勤28伶〕芥含む

⑥処i懸己主翼等加算〈注) .・・職員の平均勤続年数・経験年数を踏まえ、た賃金改善やキャリアアップの取り組みに応じた加算率を基に加算

⑦盲目園長・教頭配置加算(*1) ・・・副園長・教頭を配置する場合に必要な人件費(教諭との差額)を加算

⑧'3幾~E手，叡憲改善審理主筆(注) (* 1 ) ••• 3歳児の配置基準を 15 : 1により実施する場合に必要な人件費等を加算

⑨・⑨'満3歳児対応加配加算(*1 ) .・・満3歳児を担当する教諭等を記置する (6: 1 )場合に必要な人件費等を加算

※ 「満3歳児Jは、当該年度中に満3歳に達することにより幼稚園に入国する幼児をいうロ
※ 当該加算単価は、満3歳児にのみ反映(加算単価に満3歳園児数を乗じた額が施設当たりの加算額)
※ 上記⑧ r3歳児配置改善加算』を適用する場合は、⑨ではなく⑨'を適用する。

⑩チーム保育加配加算(*1 ) ..・チーム保育を担当する教諭等を配置する場合に必要な人件費等を加算

※ チーム保育を行う教諭等が 1 人の場合の加算額(利用定員~45人は 1 人、 46~150人は 2 人、 151 ~240人は 3 人、 241~270人は 3. 5 人‘ 271~300人は4 人、
301~450人は 5 人、 451 人~は 6 人をよ限として加算〕

⑪通園送迎加算(*1 ) ・・・通園送迎を行う施設に、送迎パスの運転手の人件費等(外部委託費を含む)を加算

※ 定員規模に応じた加算額を設定

3 
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⑫給食実施加算(*1) ・・・給食を実施する施設に、調理員の人件費等(外部委託費を含む)を加算
※ 定員規模及び週当たりの給食実施日数に応じた加算額を設定

⑬外部監査費加算 ・・・公認会計士等による外部監査を実施した施設に対して、実施に係る経費を3月分の単価に加算

※ 定員規模に応じた加算額を設定

⑭年齢別配置基準を下回る場合

⑮定員を恒常的に超過する湯合

-・年齢別の教員配置が、公定価格(基本分)における配置基準を下回る状態にある場合に費用を
定額で調整

・・連続する過去2年度聞常に利用定員を超過しており、かつ、各年度の年間平均在所率が
120%以上の状態にある場合に費用を定率で調整(※)

※ 入所子どもの年齢構成等に一定の仮定をおいたモデル的なケースを基に適切な定員区分による単価との差を算出し、定率で調整

⑬芋幹教諭等奪仔加箆(*， ) ・・・事業の取組状況(*2)に応じて主幹教諭等を保護者からの育児相談、地域の子育で支援活動に専任させる
ことができるよう、代替教員に係る人件費等を加算

⑪圭重工支援盗塾塾狙撃(キ，) ・・・事業の取組状況(キ 2)に応じて専任化した主幹教諭等が保護者からの育児相談、地域の子育て支援活

⑬援護亙援盤隻(*， ) 

動に取り組む場合に、当該活動に要する経費を加算

且障害児を受け入れている施設について、主幹教諭等を専任化させ地域住民等の子どもの療育支援に取り組む場
合に、主幹教諭を補助する者に要する経費を加算

※ A特別児童扶養手当支給対象児童受入施設、 Bそれ以外の障害児受入施設 の2区分に応じて加算

⑬冷暖房費加算 ・・・夏期や冬季における冷暖房費に係る経費について、所在する地域(※)に応じて加算

※ 地域の区分 (5区分)

1級地から4級地.国家公務員の寒冷地手当に関する法律(昭和24年法律第200号)第1条第1号及び第2号に掲げる地域
その他地域 1級地から4級地以外の地域

⑫施設関係者評価加算 ・・・施設の関係者による評価を実施した施設に対して、実施に係る経費を3月分の単価に加算

@隙雪費加算 ・・・豪雪地帯※に所在する施設に対して、建物、工作物、敷地等の除雪及び雪囲いのための経費を3月分の単価に加算
※豪雪地帯対策特別措置法第2条第2項の規定に基づく地域
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⑫降灰隙去費加算 ・・・降灰防除地域※に所在する施設に対して、建物、工作物、敷地等の降灰除去のための経費を3月分の単価に加算
※活動火山対策特別措置法の規定に基づく降灰防除地域

⑫施設機能強化推進費加算 ・・・職員等の防災教育や、災害発生時の安全かつ迅速な避難誘導体制を充実する等、施設の総合的な防災対

策の充実強化等を行う施設に対して、事業の取組状況(*2)に応じて必要な経費を3月分の単価に加算

⑫i1¥挙絞滋続加皇室 ・・・小学校との接続を見通した活動を行う場合に、活動に必要な経費を3月分の単価に加算

⑧塗蓋笠翠1m箆 ・・・栄養士を活用して給食を実施する場合に、取り組みに必要な経費を3月分の単価に加算

⑩第三者喜平{稲毛予襲撃加皇室 - ・第三者評価を受審した場合に、受審費用の一部を3月分の単価に加算

(注)年度の初日の前日における満年齢に応じて月額を調整(④の年齢区分を満年齢で区分していることに伴う調整)

(ホ 1)それぞれの費用について、⑤の加算率を基に加算(加算率は全て同率)

(* 2)一時預かり事業、満3歳児の受け入れ又は障害児受入施設等のうち、複数の事業等を実施する場合に費用を加算

5 
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(基本分単価の肉訳:幼稚園(教育標準時間認定(1号)) 
区分 内 廿円与司

(1 )常勤職員給与

①本俸、教職調整額
人 ②諸手当(扶養手当、地域手当、期末勤勉手当、管理職手当、超過勤務手当、住居手当、通勤手当等)
件
③社会保険料事業主負担金等(私立学校教職員共済等)費

( (2)非常勤職員雇上費
注 ①学校医、学校歯科医及び学校薬剤師手当
) 

事 ②非常勤職員雇上費(講師、事務職員)

務 ③年休代替要員費
費

<職員の数L比例して積算しているもの>

旅費、庁費、職員研修費、職員健康管理費、業務委託費

管 <子どもの数に比例して積算しているもの>
理 保健衛生費、減価償却費
費
<1施設当たりの費用として積算しているもの>

補修費、特別管理費、苦情解決対策費

<生活諸費>
事業費 一般生活費(教材費、光熱水費)

(注)職員数の考え方
-園長 1人
・教 諭
(配置基準)
3 歳 児 20 : 1 *質の改善事項における原告雪謀議の改善 (15 : 11については、実施している場合の加算として実施
4歳以上児 30 : 1 

-教員のうち1人は主幹教諭として費用を算定
・全ての学級に専任の学級担任を配置するため、教諭(学級編制調整教諭)を1人加配(利用定員36人以上300人以下の施設)。
・また、非常勤講師を 1人加配(利用定員35人以下及び12 1人以上)

-事務職員 1人 *このほか、非常勤事務職員を1人加記(利用定員91人以上)
本質の改善事項における事務負担への対応については、進議盆え旦三土をさ基本分として追加
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幼 稚 園 

（教育標準時間認定） 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）教育標準時間認定子どもに係る施設型給付の額については、法律上、国庫負担対象部分（いわゆる一階）と地方単独費用部分

（いわゆる二階）に分かれ、地方単独費用部分は、市町村が設定することとされている（子ども・子育て支援法附則第９条）。別表の

額は、地方単独費用部分も含め、特定教育・保育に通常要する費用の額としての標準価格であり、国庫負担対象部分はこの標準

価格により算定した費用の額の 72.5％、国庫負担額は国庫負担対象部分の額から利用者負担額（国基準額）を控除して得た額

の１／２となる。 

 この取扱いは、認定こども園の教育標準時間認定子どもに係る施設型給付（緊急利用時の特例給付を含む）及び特例給付（特

別利用保育、特別利用地域型保育及び特例保育）に共通である。（法附則第 9 条第 1 項第 2 号及び第３号） 

幼稚園を利用する教育標準時間認定子どもに係る施設型給付
及び特例施設型給付の額について、子ども・子育て支援法附則
第９条第１項第１号イ及び同項第２号イに基づき内閣総理大臣
が定める特定教育・保育に係る費用の額の基準は、別表の額に
1,000 分の 725 を乗じて得た額とする。（注） 
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（注） （注）

① ② ③ ④

処遇改善等加算 処遇改善等加算

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

地域
区分

定員区分
認定
区分

年齢区分
基本分単価

処遇改善等加算 副園長・教頭配置加算 ３歳児配置改善加算

４歳以上児 110,080 (117,280) ＋ 1,080 (1,150) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 117,280 ＋ 1,150 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 67,740 (74,940) ＋ 660 (730) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 74,940 ＋ 730 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 49,590 (56,790) ＋ 470 (550) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 56,790 ＋ 550 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 47,240 (54,440) ＋ 450 (520) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 54,440 ＋ 520 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 43,660 (50,860) ＋ 410 (490) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 50,860 ＋ 490 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 38,680 (45,880) ＋ 370 (440) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 45,880 ＋ 440 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 35,330 (42,530) ＋ 330 (400) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 42,530 ＋ 400 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 33,680 (40,880) ＋ 320 (390) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 40,880 ＋ 390 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 31,820 (39,020) ＋ 300 (370) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 39,020 ＋ 370 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 30,990 (38,190) ＋ 290 (360) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 38,190 ＋ 360 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 29,770 (36,970) ＋ 280 (350) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 36,970 ＋ 350 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 27,920 (35,120) ＋ 260 (330) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 35,120 ＋ 330 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 26,580 (33,780) ＋ 240 (320) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 33,780 ＋ 320 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 25,590 (32,790) ＋ 230 (310) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 32,790 ＋ 310 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 24,820 (32,020) ＋ 230 (300) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 32,020 ＋ 300 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 24,210 (31,410) ＋ 220 (290) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 31,410 ＋ 290 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

４歳以上児 22,400 (29,600) ＋ 200 (270) ×加算率 ＋ (7,200) (70×加算率)

３ 歳 児 29,600 ＋ 270 ×加算率 ＋ 7,200 70×加算率

16/100
地域

　301人
　　以上

　241人
　　から
　270人
　　まで

1号 ＋ 410 ＋ 4×加算率

　211人
　　から
　240人
　　まで

1号 ＋ 330 ＋ 3×加算率

　271人
　　から
　300人
　　まで

1号 ＋ 360 ＋ 3×加算率

　181人
　　から
　210人
　　まで

1号 ＋ 520 ＋ 5×加算率

1号 ＋ 460 ＋ 4×加算率

　151人
　　から
　180人
　　まで

1号 ＋ 610 ＋ 6×加算率

　136人
　　から
　150人
　　まで

1号 ＋ 730 ＋ 7×加算率

　121人
　　から
　135人
　　まで

1号 ＋ 820 ＋ 8×加算率

　106人
　　から
　120人
　　まで

1号 ＋ 920 ＋ 9×加算率

　91人
　　から
　105人
　　まで

1号 ＋ 1,050 ＋ 10×加算率

　76人
　　から
　90人

　　まで

1号 ＋ 1,230 ＋ 10×加算率

　61人
　　から
　75人

　　まで

1号 ＋ 1,470 ＋ 10×加算率

20×加算率

　46人
　　から
　60人

　　まで

1号 ＋ 1,840 ＋ 10×加算率

　36人
　　から
　45人

　　まで

1号

　26人
　　から
　35人

　　まで

1号 ＋ 3,160 ＋ 30×加算率

＋

　16人
　　から
　25人

　　まで

1号 ＋ 4,430 ＋ 40×加算率

　15人
　　まで

1号 ＋

2,460 ＋

7,390 ＋ 70×加算率
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① ② ③ ④

地域
区分

定員区分
認定
区分

年齢区分

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

16/100
地域

　301人
　　以上

　241人
　　から
　270人
　　まで

1号

　211人
　　から
　240人
　　まで

1号

　271人
　　から
　300人
　　まで

1号

　181人
　　から
　210人
　　まで

1号

1号

　151人
　　から
　180人
　　まで

1号

　136人
　　から
　150人
　　まで

1号

　121人
　　から
　135人
　　まで

1号

　106人
　　から
　120人
　　まで

1号

　91人
　　から
　105人
　　まで

1号

　76人
　　から
　90人

　　まで

1号

　61人
　　から
　75人

　　まで

1号

　46人
　　から
　60人

　　まで

1号

　36人
　　から
　45人

　　まで

1号

　26人
　　から
　35人

　　まで

1号

　16人
　　から
　25人

　　まで

1号

　15人
　　まで

1号

処遇改善等加算 処遇改善等加算 処遇改善等加算

⑨ ⑨’ ⑩

満３歳児対応加配加算
(3歳児配置改善加算有り)

チーム保育加配加算
※加配1人当たり単価

満３歳児対応加配加算
(3歳児配置改善加算無し)

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

＋ 50,440 ＋ 500×加算率 ＋ 43,240 ＋ 430×加算率

1,440×加配人数 ＋ 10×加算率×加配人数

＋ 10×加算率×加配人数

＋

＋ 1,310×加配人数

＋ 2,050×加配人数 ＋ 20×加算率×加配人数

＋ 10×加算率×加配人数

＋

1,600×加配人数 ＋ 10×加算率×加配人数

＋ 1,800×加配人数

20×加算率×加配人数＋ 2,400×加配人数 ＋

20×加算率×加配人数＋ 2,880×加配人数 ＋

＋ 30×加算率×加配人数＋ 3,200×加配人数

＋ 30×加算率×加配人数＋ 3,600×加配人数

4,110×加配人数 ＋ 40×加算率×加配人数＋

4,800×加配人数 ＋ 40×加算率×加配人数＋

＋ 5,760×加配人数 ＋ 50×加算率×加配人数

＋ 7,200×加配人数 ＋ 70×加算率×加配人数

＋ 9,600×加配人数 ＋ 90×加算率×加配人数

＋ 120×加算率×加配人数

28,820×加配人数 ＋ 280×加算率×加配人数

＋ 17,290×加配人数 ＋ 170×加算率×加配人数

12,350×加配人数 ＋

＋
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① ② ③ ④

地域
区分

定員区分
認定
区分

年齢区分

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

16/100
地域

　301人
　　以上

　241人
　　から
　270人
　　まで

1号

　211人
　　から
　240人
　　まで

1号

　271人
　　から
　300人
　　まで

1号

　181人
　　から
　210人
　　まで

1号

1号

　151人
　　から
　180人
　　まで

1号

　136人
　　から
　150人
　　まで

1号

　121人
　　から
　135人
　　まで

1号

　106人
　　から
　120人
　　まで

1号

　91人
　　から
　105人
　　まで

1号

　76人
　　から
　90人

　　まで

1号

　61人
　　から
　75人

　　まで

1号

　46人
　　から
　60人

　　まで

1号

　36人
　　から
　45人

　　まで

1号

　26人
　　から
　35人

　　まで

1号

　16人
　　から
　25人

　　まで

1号

　15人
　　まで

1号

⑬⑫

処遇改善等加
算

⑪

通園送迎加算 給食実施加算
外部監査費

加算

処遇改善等加算

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

＋

1×週当たり実施日数×加算率 2,330500 ＋ 5×加算率

＋ 1×週当たり実施日数×加算率 2,120500 ＋ 5×加算率 120×週当たり実施日数

130×週当たり実施日数 ＋

2,760500 ＋

500 ＋

150×週当たり実施日数 ＋ 1×週当たり実施日数×加算率 2,400500 ＋ 5×加算率

5×加算率 170×週当たり実施日数 ＋ 1×週当たり実施日数×加算率 2,500

1×週当たり実施日数×加算率 3,110500 ＋ 5×加算率 190×週当たり実施日数 ＋

5×加算率 170×週当たり実施日数 ＋ 1×週当たり実施日数×加算率

2×週当たり実施日数×加算率 3,600520 ＋ 5×加算率 210×週当たり実施日数 ＋

＋ 2×週当たり実施日数×加算率 3,850570 ＋ 5×加算率 220×週当たり実施日数

＋ 2×週当たり実施日数×加算率 4,160650 ＋ 6×加算率 230×週当たり実施日数

4,570740 ＋ 7×加算率

270×週当たり実施日数 ＋ 2×週当たり実施日数×加算率 5,110

10×加算率 300×週当たり実施日数 ＋ 3×週当たり実施日数×加算率 6,0001,040 ＋

10×加算率 340×週当たり実施日数 ＋ 3×週当たり実施日数×加算率 7,3301,300 ＋

1,730 ＋

＋

＋

＋

＋

＋

12,000

860 ＋ 8×加算率

250×週当たり実施日数 ＋ 2×週当たり実施日数×加算率

20×加算率 810×週当たり実施日数 ＋ 8×週当たり実施日数×加算率 16,400

2,000

＋ 10×加算率 450×週当たり実施日数 ＋ 4×週当たり実施日数×加算率 9,550

＋

＋

＋

＋

2,490 ＋＋

＋

＋

＋

30×加算率 1,360×週当たり実施日数 ＋ 10×週当たり実施日数×加算率 26,6603,640 ＋＋

＋ 20×加算率 580×週当たり実施日数 ＋ 5×週当たり実施日数×加算率
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① ② ③ ④

地域
区分

定員区分
認定
区分

年齢区分

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

４歳以上児

３ 歳 児

16/100
地域

　301人
　　以上

　241人
　　から
　270人
　　まで

1号

　211人
　　から
　240人
　　まで

1号

　271人
　　から
　300人
　　まで

1号

　181人
　　から
　210人
　　まで

1号

1号

　151人
　　から
　180人
　　まで

1号

　136人
　　から
　150人
　　まで

1号

　121人
　　から
　135人
　　まで

1号

　106人
　　から
　120人
　　まで

1号

　91人
　　から
　105人
　　まで

1号

　76人
　　から
　90人

　　まで

1号

　61人
　　から
　75人

　　まで

1号

　46人
　　から
　60人

　　まで

1号

　36人
　　から
　45人

　　まで

1号

　26人
　　から
　35人

　　まで

1号

　16人
　　から
　25人

　　まで

1号

　15人
　　まで

1号

⑭ ⑮

年齢別配置基準を
下回る場合

定員を恒常的に
超過する場合

（28,820
(⑤～⑭)

＋280×加算率)×人数
× 63/100

（17,290
(⑤～⑭)

＋170×加算率)×人数
× 75/100

（12,350
(⑤～⑭)

＋120×加算率)×人数
× 93/100

（9,600
(⑤～⑭)

＋90×加算率)×人数
× 98/100

（7,200
(⑤～⑭)

＋70×加算率)×人数
× 88/100

（5,760
(⑤～⑭)

＋50×加算率)×人数
× 91/100

（4,800
(⑤～⑭)

＋40×加算率)×人数
× 90/100

（4,110
(⑤～⑭)

＋40×加算率)×人数
× 91/100

（3,600
(⑤～⑭)

＋30×加算率)×人数
× 93/100

（3,200
(⑤～⑭)

＋30×加算率)×人数
× 94/100

（2,880
(⑤～⑭)

＋20×加算率)×人数
× 98/100

（2,400
(⑤～⑭)

＋20×加算率)×人数
× 91/100

（2,050
(⑤～⑭)

＋20×加算率)×人数
× 94/100

（1,800
(⑤～⑭)

＋10×加算率)×人数
× 98/100

（1,600
(⑤～⑭)

＋10×加算率)×人数
× 97/100

（1,440
(⑤～⑭)

＋10×加算率)×人数
× 97/100

（1,310
(⑤～⑭)

＋10×加算率)×人数
× 97/100

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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加算部分２

（ ＋ ）

（ ＋ ）

（ ＋ ）

（ ＋ ）

施設関係者評価加算 ⑳ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

除雪費加算 ㉑ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

降灰除去費加算 ㉒ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

施設機能強化推進費加算 ㉓ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

小学校接続加算 ㉔ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

　

栄養管理加算 ㉕ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

　

第三者評価受審加算 ㉖ ※３月初日の利用子どもの単価に加算

（ 注 ）年度の初日の前日における満年齢に応じて月額を調整

150,000（限度額）÷３月初日の利用子ども数

96,840÷３月初日の利用子ども数

120,000÷３月初日の利用子ども数

150,000÷３月初日の利用子ども数

59,420÷３月初日の利用子ども数

5,850

145,470÷３月初日の利用子ども数

1,150 ※以下の区分に応じて、各月の単価に加算
　１級地から４級地：国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和
　　　　　　　　　　２４年法律第２００号）第１条第１号及び第
　　　　　　　　　　２号に掲げる地域
　そ の 他  地  域：１級地から４級地以外の地域

２ 級 地 1,480 そ の 他 地 域 110

３ 級 地 1,460

冷暖房費加算 ⑲

１ 級 地 1,650 ４ 級 地

40×加算率

÷各月初日の利用子ども数

Ｂ

療育支援加算 ⑱

Ａ

基本額

基本額

24,380

※以下の区分に応じて、各月初日の利用子どもの単価に加算
　Ａ：特別児童扶養手当支給対象児童受入施設
　Ｂ：それ以外の障害児受入施設

36,570 360×加算率

÷各月初日の利用子ども数

処遇改善等加算

処遇改善等加算

240×加算率

÷各月初日の利用子ども数

※各月初日の利用子どもの単価に加算108,530 1,080×加算率

÷各月初日の利用子ども数

子育て支援活動費加算 ⑰

主幹教諭等専任加算 ⑯

基本額 処遇改善等加算

基本額 処遇改善等加算

※各月初日の利用子どもの単価に加算4,050
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２  公定価格（案）における 

処遇改善等加算に係る加算率認定申請について 
 

１ 処遇改善等加算とは 

教育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い教育・保育を

安定的に共有していくために「長く働くことができる」職場を構築することが必要です。

処遇改善等加算は、国の質改善に盛り込まれ、平成 27 年４月から実施されることになる

加算項目です。職員の平均勤続年数・経験年数や、賃金改善・キャリアアップの取組に

応じた人件費の加算を行うものとして、支給されます。 

 

２ 加算率の算定について 

加算率は、毎年４月１日現在におけるその施設・事業者に在職するすべての常勤職員

の平均勤続年数に応じて、下表のとおり適用されます。 

※１ 非常勤職員であっても１日６時間以上かつ月 20 日以上勤務している者は常勤と

みなします。 

※２ 派遣職員であっても、上記の勤務時間を満たしている場合は算定の対象とします。 

※３ 年度途中において職員の異動があっても加算率は変更しません。 

 

12%
11%

10%
9%

8%
7%

6%
5%

4%
3%

2%

0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

　※

　※

①　基　礎　分
※勤続年数が上昇するとともに増加する加算額に

ついては、昇給等に充当することが必要

　平成26年度に保育士等処遇改善臨時特例事業による補助を受けた保育所のうち、当該事業の加算率が3％

未満であった施設については、平成26年度と同じ加算率を適用できる経過措置を設ける。

（平成26年度と比較して平均勤続年数が同様又は下回る施設に限る。）

　基準年度における私学助成等による収入額が賃金改善要件を除いた公定価格の金額を上回る幼稚園等に

ついては、賃金改善額の取り扱いの特例を設ける。

15%

10%

5%

③ キャリアパス要件分

（満たしていない場合②から▲１％減）

処遇改善等加算

② 賃金改善要件分

11年未満 一律３％

11年以上 一律４％

加算率が上昇

（平均勤続年数）

（加算率）

＜②の要件＞

基準年度の賃金水準※

からの改善
※国家公務員給与改定に伴う

人件費の改定率を反映

横浜市独自助成

職員処遇改善費

（加算率等については検討中）

 
 

※ 横浜市の『職員処遇改善費』は、国の処遇改善費の『賃金改善要件分』に平均勤続

年数に応じた加算率を上乗せする方法で検討しています。 

※ 市の基準で加配している職員に関する処遇改善等加算については、職員配置加算に

含みます。 
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① 基礎分は、職員１人当たりの平均勤続年数に応じて加算率を設定。 

② 『賃金改善要件分』は、賃金改善計画・実績報告を要件とした上で、基本給のベー

スアップや一時金等による賃金改善（基準年度※１からの改善）に確実に充当するこ

とが要件。（非常勤職員を含み、経営に携わる法人の役員である職員を除く。） 

 

※１ 基準年度 

 ・ 支援法による確認の効力が発生する年度の前年度 

 ・ 平成27年３月31日以前において既に保育所として運営していた施設について

は平成 24 年度の賃金 

 ＋ 公定価格における人件費の改定率（毎年通知） 

 

③ 『キャリアパス要件分』は、役職や職務内容等に応じた勤務条件及び賃金体系の設

定並びに資質向上のための計画と当該計画に係る研修の実施又は研修機会の確保

及び職員の能力評価が要件。 

 

３ 平均勤続年数の算定について 

平均勤続年数は、現に勤務する施設における勤続年数に過去の児童福祉施設等におけ

る勤続年数を合算して算出します。 

  

（１） 通算履歴の確認方法 

対象職員の過去の勤務履歴については、加算対象施設の場合のみ積算できます。対象

施設の在職証明等をもって、勤務履歴を確認し、積算をしてください。勤務履歴が確認

とれないものについては、加算できません。 

確認した資料は、写しを施設で保管していただき、原本は本人にお返しいただいて構

いません。紛失しないように保管をお願いしてください。 

① 国の会計検査や本市監査等で、提出をお願いすることがあります。 

② 平成 26 年度に民改費の対象施設となっている既存の施設は、新規雇用者、及び

平成 26 年度の対象者に新規加算対象施設を加える場合についてのみ、同様の証

明をもって加算することとします。 
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（２） 過去の勤務歴の対象施設 

 対象事業項目 詳細 H27 

教育・保育施設 認可保育所、幼稚園、認定こども園 一部新

地域型保育事業 家庭的保育事業、小規模保育事業他 H27 新 

学校教育法第１条に定める学校及び

同法第百二十四条に定める専修学校

小学校、中学校、高等学校、中等教育学

校、特別支援学校、大学及び高等専門学

校、専修学校 

H27 新

社会福祉事業第２条に定める社会福

祉事業を行う施設・事業所 

保護施設、老人福祉施設（軽費老人ホー

ム、養護老人ホーム、特別養護老人ホー

ム）、婦人保護施設、児童福祉施設、障

害児通所支援事業、障害者支援施設、障

害福祉サービス事業、盲人ホーム、視聴

覚障害者情報提供施設、福祉ホームなど

病児保育事業等の第２種社会福祉事業 

一部新

児童福祉法第12条の4に定める施設 児童相談所一時保護施設  

認可外保育施設（児童福祉法第 59 条

第１項に定める認可外保育施設のう

ち、地方公共団体における単独保育

施策による施設※１、認可外保育施設

指導監督基準を満たす旨の証明書の

交付された施設※２及び幼稚園に併設

された施設）における勤続年数及び

教育・保育施設又は地域型保育事業

に移行した施設・事業所※３における

移行前の認可外保育施設として運営

していた期間 

※１）横浜保育室や認証保育所 

（単独保育施策による施設として認可

された日から） 

※２）認可外保育施設のうち、指導監督

基準を満たす旨の証明書が交付された

施設（H17.4.1 以降、証明書の発行期間

に勤務していた履歴のみ加算可） 

※３）現行制度において家庭保育福祉

員、横浜市家庭的保育事業、小規模保育

モデル事業等を実施していた期間 

 市内の対象施設の証明書発行期間等に

ついては、３月上旬にホームページに掲

載する予定です。 

H27 新

医療法に定める病院、診療所、 

介護老人保健施設、助産所 

看護師のみ  

（３） 勤務履歴の確認資料（参考）  

挙 証 資 料 詳   細 

在職証明、雇用証明、  

過去の勤務先で社会保険に加入していた 

場合 

厚生年金の加入記録 

（勤務先の会社名と加入年月が記載のもの）

社会保険未加入の場合、国民年金に加入し

ていた場合 

雇用契約書と給与明細書等 

（勤務先の名称がわかるもの） 

派遣職員として、該当の施設に勤務してい

た場合 

派遣先の事業所の発行する証明、 

派遣会社の派遣証明等 

廃園した施設等 
上記書類が確認でき、自治体等で上記事業

に該当すると確認できた場合のみ算定 
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４ 加算率の認定申請について 

  制度自体が変わるため、全施設全職員の申請が必要です。 

  

 提出書類 

 提出書類名（仮） 対象、枚数 その他 

(1) 処遇改善等加算に係る加算率認定申

請書 

各施設 1枚 様式は、現在調整中で

すので、決定次第ホー

ムページに掲載しま

す。 

(2) 職員履歴報告書（A票） 各職員１枚ず

つ 

(3) 賃金改善計画書 1 枚  

(4) 賃金改善計画書（内訳表） 1 枚  

(5) キャリアパス要件届出書  1 枚 適用になる場合最初の

年のみ 

※ (3)、(4)、(5)の賃金改善加算に関する書類は、平成 27 年度は制度の詳細と、申請

方法が決まり次第別途提出日を設けます。 

ただし、平均勤続年数に応じた加算率で４月からの支払いが始まるため、平成 27

年度においては、本計画による賃金改善とキャリアパス要件を実施をされるかどう

かを申請していただき、その加算率で給付を進めます。 

※ 給付システムで支払いをするのに必要な職員情報、平均勤続年数を、横浜市のシス

テムに入力する必要があるため、平成 27 年４月１日の職員の状況が分かり次第、 

(1)の加算率認定申請書についてエクセルデータを作成し、メールでお送りくださ

い。エクセルデータの提出は平成 27 年４月３日（金）とします。別途正式に依頼

しますので、提出期限までに必ず提出できるよう雇用している職員の勤務履歴の確

認や資料収集などのご準備をお願いします。 

※ その後、(1)(2)の書類について、郵送でお送りいただきます。履歴内容等を確認し、

後日確認、訂正の連絡をする場合がありますので、ご了承ください。 
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１ 概要 

 国の処遇改善等加算及び市の職員処遇改善費の賃金改善要件は、職員の平均勤続年数に応じた

加算率により、基礎分に上乗せして支払われるもので、賃金改善計画・実績報告を要件とした上

で、賃金改善（基準年度からの改善）に確実に当てることが要件とされています。 

キャリアパス要件分は、役職や職務内容に応じた賃金体系の設定、資質向上のための計画を策

定し、当該計画に係る研修の実施又は研修機会の確保が要件とされています。キャリアパスに適

応されない場合は、賃金改善要件の加算率から１％減算されます。 

 

（１）賃金改善要件について 

 ●助 成 対 象： 子ども・子育て支援新制度における特定教育・保育施設（指定管理を除く）

及び特定地域型保育事業所の職員 

 ●賃金改善対象職員： 施設・事業所に勤務する職員（非常勤職員を含む） 

 ただし法人の役員は対象外 

●使     途： 職員の賃金改善に要した費用 

（法定福利費等の事業主負担等を含む） 

給与の改善方法や改善額及び改善を行う職員の範囲は、改善を行う施設・事業

者において決定する。決定方法については、すべての職員に周知をし、実施す

る。 

●加 算 要 件： 基準年度の職員の賃金に対して、基本給のベースアップや一時金、賞与の

上乗せなどにより、賃金改善をした場合にのみ助成 

賃金改善計画の作成と実績報告を求める。また、その旨を職員に周知して

いることが必要。 

●基 準 年 度： ①支援法による確認の効力が発生する年度の前年度 

②平成 27 年３月 31 日以前において既に保育所として運営していた施設に

ついては平成24年度の賃金 

 ＋ 公定価格における人件費の改定率（毎年通知）  

●加  算  額： 各月初日の利用子ども数（広域含む）の見込みをもとに算出した平均利用

こども数」×「処遇改善加算の単価※の合計額」×「賃金改善要件分に係る

加算率（％）×100」×12 月（12 月に満たない場合は、支援法による確認

を受けたときから直近の３月までの月数）（千円未満切り捨て） 

         ※単価は、公定価格の人件費に充てるため項目にそれぞれ設定されている 

●助成額の特例： 平成 27 年３月 31 日以前において既に保育所として運営していた施設で、

「保育士等処遇改善臨時特例事業における補助を受けた施設」のうち、平

成27年度の平均勤続年数が前年度と同じ年数かそれ以下の場合で、加算率

賃金改善要件、キャリアパス要件について 
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が３％以下だった場合、３％以下の加算率を適用することも可。 

●差 額 について： 賃金改善額が加算実績総額に満たない場合は、翌年度において、その全額

を一時金等により賃金改善に充てること。 

●施設・事業者間配分：同一の法人が複数の施設・事業所を運営する場合は、施設ごとの内訳表を

提出することで、配分が可能。（他市町村間の場合も含む）           

 

（２）キャリアパス要件について 

 キャリアアップに対応した仕組みを導入し、以下の要件を満たない場合には、加算率１％を減算

する。（①及び②に該当していること。） 

① 次のア～ウ全ての要件を満たす。 

ア 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件を定めている。 

イ ①に掲げる職位、職責又は職務内容に応じた賃金体系について定めている。 

ウ 就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての職員に周知している。 

 ② 次のア～イすべての要件を満たす。 

  ア 職員と意見交換を踏まえた資質向上のための目標 

イ アのための具体的な取組内容の策定 

(ｱ)資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施するとともに、

職員の能力評価を行う（計画書提出） 

(ｲ)資格取得のための支援の実施（研修のためのシフトの調整、受講料の援助等） 

 

  

 

(案) 

現時点で国から示されている案の要件等を基にお示ししています。 

今後平成27 年４月以降に説明会を実施する予定です。 
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処遇改善等加算に係る加算率認定申請書の記入上の注意 

１ 処遇改善等加算に係る加算率認定申請書の対象職員について 

申請書に記載しなければならない職員は、4 月1 日現在、以下の全ての項目に該当する全ての職

種の職員です。 

  ○ 所定労働時間が「１日６時間以上かつ月２０日以上」の勤務条件の常勤及び非常勤職員 

  ○ 有給の休職者（産前産後休暇、介護休暇、傷病休暇等で無給休職の場合は対象外） 

 

２ 職員履歴報告書（Ａ票）記入上の注意について    

【現在の勤務施設・状況】   

勤務開始日 
平成○○年○月○日 その施設で勤務を開始した日、もしくは休職等から復帰

された日等、対象となった日をご記入ください。 

職 種 欄 「園長・施設長」、「副園長・教頭」、「教諭」、「保育士」、「保育従事者（無資格）」、

「栄養士」、「調理員」、「保健師・助産師・看護師」、「事務職員」、「家庭的保育

者」、「家庭的保育補助者」、「子育て支援員」、「その他の職員」の中から記入。

※ 「保育教諭」の場合は「教諭」と記入。 

（申請書と同じ職種であること） 

資 格 欄 職種欄に記載の職種が、資格を要する職種の場合は、必須。 

※ 「保育教諭」の場合は、保育士と幼稚園教諭の資格が記載されているこ

と。 

表 彰 欄 厚生労働大臣表彰、横浜市市長表彰、保育賞等の受賞歴を記入 

【過去の勤務歴】 

●ページの対象施設における勤続年数のうち、勤務履歴を確認できた履歴について記

載すること。  

施設名称 「○○保育園」等施設名を記入してください。 

 家庭保育福祉員等、施設名がない場合は、回答の氏名を記入してください。

施設の 

所在地 

「○○（都・道・府・県）○○（市・区・町・村）」まで記入してください。 

勤務期間 「○年○月○日」まではっきり記入してください。 

注）無給の休職期間（育児休業・介護休業を含む）については勤務歴に入れないでください。

休職取得前の期間は同一施設であっても「過去の勤務履歴」欄に記載してください。 
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３ 職員の平均勤続年数の算定方法について 

 

○ 個々の職員の勤続年数の算出については、平成27年４月１日現在により算出すること。 

ただし、27年４月１日採用のものは、０年０月とする。 

 

○ 採用年月日の翌年（又は翌月）において、応答する日の前日をもって１年（又は１か月）

と計算する。 

   【例：26年４月１日採用 → 26年４月30日で１か月、27年３月31日で１年】 

 

○ １か月未満の日数は場合は１か月に切り上げる。 

   【例：26年４月１日採用 → 27年４月１日時点で１年と１日＝１年１か月】 

 

○ 職員１人当たり平均勤続年数（Ｃ欄）の算出は、６か月以上の端数は１年とし、６か月未

満の端数は切り捨てとする。 

 

〈期間計算の例〉平成27年4月1日現在 

事       例 経験年数 内  訳 

１  26年４月１日採用 

 

 

２  26年４月２日採用 

 

３  26年４月20日採用 

 

 

４  27年３月31日採用 

 

５  他の社会福祉施設に26年４

月20日から６月１日まで勤務

し、７月１日から現施設に勤務

している場合 

 

 

６  他の社会福祉施設に26年４

月20日から６月１日まで勤務

し、６月２日から現施設に勤務

している場合 

 

７ 27年４月１日採用 

１年１か月 

 

 

１年 

 

１年 

 

 

１か月 

 

現施設：10か月

前 歴：２か月 

 

 

 

 

現施設：10か月

前 歴：２か月 

 

 

 

０か月 

26/ 4/ 1→27/ 3/31＝１年 

       27/ 4/ 1＝１日→１か月 

 

26/ 4/ 2→27/ 4/ 1＝１年 

 

26/ 4/20→27/ 3/19＝11か月 

27/ 3/20→27/ 4/ 1＝10日→１か月 

 

27/ 3/31→27/ 4/ 1＝２日→１か月 

 

現職：26/ 7/ 1→27/ 3/31＝９か月 

   27/ 4/ 1＝１日→１か月 

前職：26/ 4/20→26/ 5/19＝１か月 

    26/ 5/20→26/ 6/ 1＝13日→１か月

 

 

現職：26/ 6/ 2→27/ 4/ 1＝10か月 

前職：26/ 4/20→26/ 5/19＝１か月 

  26/ 5/20→26/ 6/ 1＝13日→１か月 

 

 

26/ 4/ 1＝１日→０か月 

※このﾊﾟﾀｰﾝのみ例外

                                                  

22



 

 
 

 処遇改善等加算に係る加算率認定申請書については、提出いただいた書類に基いて算定していま

すが、該当施設がみつからなかったり、確認にかなりの時間を必要とします。 

誤りの多い点は次の通りです。 

 

  項  目 誤 正 

A 

 

 

 

 

 

票 

□ 勤務開始日 育休など取得者が、雇用された日が

入っている。 

休職期間より前の期間は、過去の勤務歴

にいれます。 

休職から復帰した日を入れてください。

認可日より前の日付が入っている。 開所準備で同施設・事業者で働いていた

日付は対象になりません。 

□ 過去の 

勤務歴 

加算対象外の施設が入っている。 対象の施設・事業者かどうかを確認して

申請してください。 

所在地が「○○市」のみ 似ている保育施設の名前も有り、対象の

施設・事業者かどうか確認できません。

市区町村まで記入してください。 

すでに廃園した事業所・施設であれば、

その施設が対象施設か確認できない場

合は対象外になります。 

勤務期間が「年月」まで 日にちで月数が変わってきます。日にち

まで入れてください。 

公立保育園の勤務歴をまとめてる 施設ごとに記入してください。 

申 

 

請 

 

書 

□ 職種 A票の職種と異なっている 正しい方に統一してください。 

□ 現に勤務す

る施設の勤

続年数 

４月１日採用者が１か月と入って

いる 

当該年度４月１日採用者は０か月にな

ります。 

休業期間も含めている 休業から復帰した日以降の勤続年数に

なります。休業に入る前は②その他の社

会福祉施設に入れてください。 

□ 対象者 法人本部に勤務している事務職が

入っている 

対象外です。 

施設に勤務している場合のみ記入でき

ます。 

 

※） 提出書類の確認もれや、正しい年月の通知もれなどがあった場合は、提出書類の確認時に質問

させていただきます。対象外の施設を削除することで、平均勤続年数、加算率が変更になるこ

とがあります。その際は、すでに支払いをしている金額の過誤・再請求の手続きが必要になり

ますので、ご了承ください。 

ご注意ください！ 
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別紙様式１

横浜市長殿 平成 年 4 月 1 日

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

％ ％ ％

％ ％

ア イ ウ

1
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

2
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

3
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

4
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

5
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

6
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

7
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

8
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

9
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

10
昭
平

年
か
月

年
か
月

年
か
月

人 年
か
月

年

注）

２　個々の職員の勤続年数の算定に当たっては、各年度４月１日現在により算定すること。
３　１日６時間未満又は月20日未満勤務の職員は含めない者とする。

施設・事業所類型 保育所
施設・事業所番号

設　　　置　　　者 横浜　花子　　　　　　　　　印

27
市　　町　　村　　名 横浜市
施設　・　事業所名 さんぷる第二保育園

定　　　員

※保育所における経過措置に該当する場合
のみ
記入すること。

平成26年度の
平均勤続年数

前年度賃金改善
要件分の値

現に勤務する
施設・事業所の
勤続年数

その他の施設・
事業所の
通算勤続年数

合計　ア＋イ
その職種の

資格取得年月日

地域区分 16/100 開設年月日

1 5

○○　○○ 栄養士 4 1

　20年　4月　1日

　20年　4月　1日

　23年　4月　1日

○○　○○ 保育士 11 1 11 1 Ｈ5年　3月31日

○○　○○ 保育士 7 1 8 6 15 7 Ｈ22年　3月31日

○○　○○ 保育士 7 1 7 1 Ｈ11年　3月31日

○○　○○ 調理員 4 1 2 0 6 1 　　年　　月　　日

4 1 Ｈ22年　3月31日

○○　○○ 保育従事者（無資格） 2 1 2 1 　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

7

Ｃ

合　　　　計
　　Ａ 　　Ｂ

　25年　4月　　1日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　23年　4月　1日

100

現に勤務する
施設・事業所の
勤務開始日

○○　○○ 園長・施設長

氏　　　　名 職　種

　　年　　月　　日

平成　２７年度処遇改善等加算に係る加算率認定申請書

11

１　職員１人あたりの平均勤続年数のC欄の算定に当たっては、６か月以上の端数は１年とし、６か月未満の端数
は切り捨てるものとすること。

75 13

職員１人当り
平均勤続年数

　　（算式）　Ｂ÷Ａ＝Ｃ
　　　　　　　（６月以上の端数は切り上げ）

施設・事業所に適用される
加算率（①＋②）

60年　4月　1日

　　16年　4月　1日

25

昭和60年4月1日

　平成27年度　処遇改善等加算に係る加算率の認定について、次のとおり申請します。また、以下のとおり相違ありま
せん。
　１　その他の社会福祉施設の通算勤続年数については、個々の履歴を確認の上、積算対象施設を記載した職員履歴報告書を別途
　　提出していること。
　２　４月１日現在、産休・病休の職員がいる場合は、有給の場合のみ記載していること。

適・否 適・否

③キャリア
パス要件

0 30 1 　　年　　月　　日

①　Cをもとに適用される
基礎分の値

　　　②　賃金改善要件分の値
③が否の場合は、キャリアパス要件分の値を

減じること。

※提出先は「こども青少年局保育運営課」

〒231-0017 横浜市中区港町1-1

横浜市こども青少年局保育教育運営課

検 討 中
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平成20年4月1日、Ａ県Ｂ市D幼稚園入職
平成20年3月31日、Ａ県Ｂ市D幼稚園退職
平成20年4月1日、Ａ県Ｂ市Ｃ保育園入職
平成21年3月1日、Ａ県Ｂ市Ｃ保育園退職
平成21年4月1日、さんぷる保育園入職
平成22年1月15日、さんぷる保育園を休職
平成22年4月1日、さんぷる保育園復職
平成23年4月１日、さんぷる第二保育園に異動
平成25年3月15日さんぷる第二保育園休職
平成26年4月1日さんぷる第二保育園に復職

　　

※ＮＯ欄は記入しないでください
【現在の勤務施設・状況】

【その他の施設の勤務履歴】　※１：積算対象の施設における勤務歴のみ記入　　※２：自施設での過去の勤務歴も記入
※３：直近のものから順番に遡って記入　　※４：休職から復帰の場合は、休職取得前の経歴を【過去の勤務歴】に記入

勤務履歴例（全て常勤）

④

③

②

①

上記履歴の場合、A票の記載内容は下記のようになります。

職員履歴報告書 （Ａ票） ＮＯ

秘

施 設 名 さんぷる第二保育園 (ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏　名

ﾏﾙﾏﾙ　ﾏﾙﾏﾙ

性別 男 ・ 女
○○　○○勤　務

開始日
　２７年　　４月　　１日

職　種 保育士 生年月日 T. S. H.  ○○年 ○月 ○日

１．職種欄は、「園長・施設長」、「副園長・教頭」、「保育教諭」、「教諭」、「保育士」、「保育従事者（無資格）」、「栄養士」、「調理員」、
　「保健師・助産師・看護師」、「事務職員」、「家庭的保育者」、「家庭的保育補助者」、「子育て支援員」、「その他の職員」の中から
　記入すること。
２．申請書の職種欄と同じ職種であること。

資
 

格
 

欄

資 格 の 種 類 取 得 年 月 日

表
 

彰
 

欄

表 彰 の 種 類 受 賞 年 月 日

保育士 Ｓ ・ Ｈ   ○年   ○月   ○日 Ｓ ・ Ｈ     年     月     日

Ｓ ・ Ｈ     年     月     日 Ｓ ・ Ｈ     年     月     日

Ｓ ・ Ｈ     年     月     日 Ｓ ・ Ｈ     年     月     日

Ｓ ・ Ｈ     年     月     日 Ｓ ・ Ｈ     年     月     日

※　国や市の表彰者の推薦のための参考とさせていただく場合があ
ります。

①

施設名称 　社福）さんぷる会　さんぷる第二保育園 所在地 横浜市さんぷる区

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 保育士 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ    ２３年    ４月    １日　～　Ｓ ・ Ｈ    ２５年    ３月    １５日

②

施設名称 社福）さんぷる会　さんぷる保育園 所在地 横浜市さんぷる区

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 保育士 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ    ２２年    ４月     １日　～　Ｓ ・ Ｈ    ２３年    ３月    ３１日

③

施設名称 社福）さんぷる会　さんぷる保育園 所在地 横浜市さんぷる区

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 保育士 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ    ２１年     ４月    １日　～　Ｓ ・ Ｈ    ２２年     １月    １４日

④

施設名称 Ｂ市立Ｃ保育園 所在地 A県B市

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 保育士 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ   ２０年    ４月    １日　～　Ｓ ・ Ｈ    ２１年    ３月     １日

⑤

施設名称 所在地

施設種別
　①幼稚園、保育所、認定こども園　②小規模保育、家庭的保育事業　③学校、専修学校　④児童福祉施設
　⑤高齢福祉施設　⑥障害福祉施設　⑦横浜保育室、認可外保育所等　⑧病院、診療所　⑨その他（　　　　　　　　　）

職　　種 勤務期間 　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日　～　Ｓ ・ Ｈ     　年     　月     　日

ちなみにこの場合の勤続年数は、計４年10か月です。

（内訳）
① ・23/4/1～24/3/31→1年

・24/4/1～25/2/28→11か月
・24/3/1～24/3/15→15日→1か月 計24か月→2年

② ・22/4/1～23/3/31→12か月→1年 計1年

③ ・21/4/1～21/12/31→9か月
・22/1/1～22/1/14→14日→1か月 計10か月

④ ・20/4/1～21/2/28→11か月

・21/3/1～21/3/1→1日→1か月 計12か月→1年

※「現に勤務する施設の勤続年数」→26/4/1→0か月
採用（復帰）日と基準日が同じ日の場合、初年度は0か月です。

休職から復帰の場合は復帰
日を記入
この日以降の勤務が、現施
設での勤務日数になります。

下の職種から選んでください。

〇月〇日まで記入してください。
保育士免許の登録年月日です。
※保育士免許が手元になく、登録手
続き中の者は、保育士登録済通知書
（はがき）の登録年月日を記入してく
ださい。

市区町村まで記入してく
ださい。
民改費の対象施設かど
うか確認できません。

対象外となる施設での勤
務歴及び民改費対象外と
なる勤務条件（１日６時間
未満もしくは月20日未満）
の期間は記入不要です。

休職から復帰された場合、
休職からの復帰日が勤務
開始日となります。

※無給の休職期間につい
ては勤続年数に含まれま
せん。
その為、休職期間前の勤
続年数については、同一施
設であっても、過去の勤務
歴に記載してください。

資格欄に記入する場合は
取得年月日を必ずお書きく
ださい。

同一法人内でも、異動等で
所属施設が変更となる場合
は新たに記入をしてくださ
い。

休職や勤務時間の変更
等で積算対象から外れ、そ
の後に復帰等で再度積算
対象職員となった場合は同
一施設でも、休職からの復
帰日を勤務期間の開始日
として、新たに記入をしてく
ださい。

無給の休職を取得した時
は休職開始日の前日を勤
務期間の終了日として記入
してください。

勤務時間については4月1
日現在の雇用契約に基づ
いた所定労働時間、所定
労働日数で記入してくださ
い。

応答日の前日を以って１
か月を経過したものと考え
ます。（平成23年4月1日の
場合、毎月1日が応答日）。

なので、平成25年２月28日
で１年11か月となり、平成
25年３月15日で１年11か月
15日 → １月未満切上げ
なので２年となります。

〇月〇日まで記入してくださ
い。
日にちによってひと月変わっ
てきます。
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 保育・教育向上支援費（本市独自助成）について 
 

概要 

保育・教育の質の向上を図るため、国基準を超える職員配置や障害児保育等、保育の実施

内容に応じ、国の公定価格に上乗せして助成します。また、新制度移行にかかる事務量の増

加への対応等、安定した運営を維持するための経費を助成します。 

 

助成項目の考え方 

 ・手厚い職員配置や職員の処遇改善等に対し、公定価格に上乗せをして助成を行います。 

・現行保育所に対し実施されている本市独自助成項目をベースに、幼稚園利用児の保育・

教育の質の向上にも共通するものは、同様の助成を行います。 

・利用時間に比例して経費が増加する項目については、保育短時間認定（８時間）と教育

標準時間（５時間と想定）の時間比で１号の単価を積算しています。 

 ・公定価格の「質の改善」における加算を先取りして助成を予定していたものについて、

「質の改善」が２７年度より公定価格に反映される見込みとなったことから、国の加算

と重複しないよう項目及び単価を設定しています。 

 

＜助成項目（単価は基本的に月額です）＞ 

（１）３歳児職員配置加算 

３歳児保育に対し、配置基準を 15：１により実施する場合に加算します。公定価格の

「質の改善」において加算が行われる予定でしたが、27 年度より反映されることとなっ

たため、公定価格に上乗せする事業費分を助成します。 

事業費の対象としては、児童の健康・安全に関する経費や教材費等が考えられます。

各園の判断で保護者の実費・特定負担の一部や必要な経費に充当してください。 

ア 支給条件 

月初日の雇用状況表等で配置基準を満たすことを確認します 

イ 単価（案） 

児童一人あたり単価 

３歳児 １，０００円 
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takahashi
タイプライターテキスト
資料３

takahashi
長方形

takahashi
タイプライターテキスト



 

（２）職員処遇改善費 

職員の平均勤続年数や賃金改善、キャリアアップや研修、能力評価の取組に応じて助

成する安定的な雇用、昇給や給与改善、職員確保のための経費です。平均勤続年数に応

じた市独自加算率による加算を実施します。 

 

経
験
年
数
加
算 

平均勤続年数に応じた市独自加算 

処遇改善等加算（国）賃金改善分 

処遇改善等加算（国）基礎分 

配
置
加
算
分

公定価格 

 

ア 支給条件 

   ・賃金改善等、職員の処遇改善等加算を改善するための取組、キャリアアップや研修、

能力評価を実施していること 

イ 単価（案） 

平均勤続年数に応じて本市独自の加算率を国の賃金改善要件分（３％）に上乗せす

る方法で検討中です。 

 

（３）連携施設受諾促進加算 

地域型保育事業の卒園後の進級先の確保や保育の助言・相談、合同保育、行事参加、

園庭解放等の保育内容の支援等の連携を促進するため、事業費の一部に充当するための

助成です。 

ア 支給条件 

地域型保育事業から連携を受諾し、 

① 私立幼稚園等預かり保育（横浜市型の預かり保育）を実施し、卒園後の受入枠

を設定していること 

② 保育内容の支援を実施していること 

イ 単価（案） 

支給条件①に該当 ５７，４００円 

支給条件①②に該当 ８５，０００円 

※複数施設と連携している場合も１施設あたりの助成額は同じです。 
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（４）システム化経費助成 

請求明細作成ソフトを用いて請求を行うための経費を助成します。 

ア 支給条件 

請求明細作成ソフトを用いて請求を行う園に、請求を行った月の初日児童数（市外

児含む）に応じて助成します。 

イ 単価（案） 

月初日利用児童数  

～５９人 １園あたり ３０，０００円 

６０～３００人 児童１人あたり ５００円 

（３０，０００～１５０，０００円） 

３０１人～ １園あたり １５０，０００円 

 

（５）食育推進助成 

給食をとおして、創意工夫による食育を推進するとともに、子どもの発達や栄養状況

などの健康面に配慮した安全で安心な給食の提供をするため、自園調理を行う園に対し

て人件費を公定価格に上乗せして助成します。 

ア 支給条件 

①給食及び自園調理を実施している場合に、調理人等を雇用するための経費を助成

します。委託の場合も助成対象とします。 

※要件については、今後示される予定の公定価格の給食実施加算の要件とあわせ

検討します。 

②栄養士を雇用し、給食の実施に活用している場合に、調理員の雇用経費との差額

相当分（格付け加算）を助成します。 

イ 単価（案） 

① 利用定員数に応じて、調理人等を雇用するための経費の助成 

 単価は週１日当たりのもので、週当たり給食実施日数を掛けた額を助成。 

 ・利用定員４０人まで １人分 １５，２５０円 

・利用定員４１～９０人まで ２人分 ３０，５００円 

・利用定員９１人～１５０人まで ２．５人分 ３８，１２０円 

・利用定員１５１人以上 ３人分 ４５，７５０円 

 

② 利用定員数に応じ、栄養士の格付け加算 

 １人あたり３４，４００円 

・利用定員４０人までは、１人まで 

・利用定員４１～１５０人までは、２人まで 

・利用定員１５１人以上は、３人まで 
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（６）アレルギー児童対応費 

食物アレルギー等の児童を安全に保育するために職員を雇用する等、体制を整えるた

めの経費です。利用定員に対するアレルギーの「生活管理指導表」が提出されている児

童の割合に応じて、加算します。委託の場合も助成対象です。 

※生活管理指導表は、保育所における食物アレルギー対応マニュアルに規定された様式

で、全施設・事業共通です。（様式は別添をご参照ください） 

ア 支給条件 

①アレルギー対応マニュアルを作成し、マニュアルに沿って対応していること 

②利用定員に対する対象児童の割合３％が以上であること（小数点以下切り捨て） 

イ 単価（案） 

利用定員に占める対象児童の割合 

３～９％ ２４，４００円 

１０～１４％ ４８，８００円 

１５～１９％ ７３，２００円 

２０％～  ９７，６００円 

 

（７）産休代替職員雇用費 

常勤職員（幼稚園教諭・保育士・看護師・調理員・栄養士）のうち出産や疾病のため

有給で２週間以上療養する場合、その職員の職務を他の職員に行わせたり、代替職員を

雇用したりするための経費です。 

代替で雇用した職員の職種・雇用実績ではなく、有給で２週間以上産休・病休が継続

する常勤職員の職種と休暇・療養期間に応じた助成になります。 

ア 支給条件 

産休・病休期間が有給であり２週間以上継続すること。 

以下の書類を確認します。 

・産休・病休期間が有給であると分かる就業規則 

・休暇・療養職員の療養前の勤務実績と勤務時間が分かる書類 

・休暇・療養期間が分かる書類 

イ 単価（案） 

休暇・療養している職員の休暇・療養前の勤務実態に応じた助成です。 

例）１日８時間・週５日勤務の幼稚園教諭が有給で産後休暇を８週間取得した場合 

８（時間）×８（週間）×５（日)×１，２２４円＝３９１，６８０円 

幼稚園教諭 １，２２４円 

保育士 １，０８０円 

看護師等・栄養士・調理師 １，１５６円 

無資格 １，０５６円 

※単価はすべて時給 
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（８）障害児等受入加算 

「横浜市特別な支援を必要とする児童の保育・教育実施要綱（仮称）」に基づき、障

害児または特別支援児童を保育するのに必要な教諭等を加配するための経費です。 

※私立幼稚園特別支援教育費補助を統合します。 

※園からの申請を受け、区福祉保健センターが対象児童を認定してから初めて請求可

能となります。 

ア 支給条件 

区福祉保健センターによる決定による 

イ 単価（案） 

対象児童の障害等の程度の判定により単価設定 

（対象児童 1人あたり） 

重度（１：１） １４３，５００円 

中度（２：１） １０４，７００円 

軽度（３：１） ６８，０００円 

特別支援 ４３，５００円 

 

（９）医療的ケア対応看護師雇用費 

医療的ケアが必要な児童のためにすでに看護師等が配置されている場合に、さらに

アルバイト看護師等を配置するための経費です。 

ア 支給条件 

区福祉保健センター長が医療的ケア対象児童と認めた児童を常勤の看護師が保育し、

さらに補助看護職（１か月あたり４０時間以上の勤務）の雇用が可能な場合 

イ 単価（案） 

（１園あたり）５６，０００円    

 

（１０）被虐待児対応費 

  虐待が疑われ園を利用する児童で、職員の加配が必要と区福祉保健センター長が認め

る場合に助成します。 

ア 支給条件 

区福祉保健センターによる決定 

イ 単価（案） 

（対象児童１人あたり）１４３，５００円 

 

（１１）看護職等雇用加算 

   児童の処遇向上のため、看護職の職員を雇用している場合に、教諭等の雇用経費との

差額相当分（格付け加算）を助成します。 

   対象：非常勤・常勤の看護師、常勤の保健師・助産師 

ア 支給条件 

該当職員を雇用している場合に各園１人まで 

31



 

イ 単価（案） 

（１園あたり） 

看護師格付け経費 （非常勤） ３５，２００円 

（常勤） ４１，４００円 

保健師・助産師格付け経費 （常勤） ４９，６００円 

准看護師格付け経費 （常勤）  ９，５００円 

 

 

（１２）外国人児童保育事業助成 

外国人児童の処遇向上のため、職員を雇用するための経費です。 

ア 支給条件 

基準職員配置数に加え教諭等が配置されていること 

利用定員に対する外国人児童（保護者のどちらかが外国籍）の割合が２０％以上の

場合（小数点以下切り捨て） 

イ 単価（案） 

（１園あたり）外国人児童の入所率 

２０％～３９％ ２２９，５００円 

４０％～ ４５９，０００円 
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（主治医）→（保育園）　

提出日　　年　　月　　日

１　病型・治療 ２　保育所での生活上の留意点 ★保護者

除去期間および再評価
の見通し
１　６ヶ月
２　１２ヶ月

記載日
　　年　　　月　　　日
医師名

医療機関名

㊞

★連絡医療機関
（医療機関名）

（電話）

（電話）

Ａ　食物アレルギー病型 (食物アレルギーありの場合のみ記載）
１　食物アレルギーの関与する乳児性アトピー性皮膚炎
２　即時型
３　その他（新生児消化器症状　・　口腔アレルギー症候群・
　　　　　　食物依存性運動誘発アナフィラキシー・その他　　　　　）

Ａ　給食・離乳食
１　管理不要
２　保護者と相談し決定
Ｂ　アレルギー用調整粉乳
１　不要
２　必要　下記該当ミルクに○、又は（　）に記入
ミルフィー・ニューMAー 1・MAーmi・ペプディエット
エレメンタルフォーミュラ
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｃ　食物・食材を扱う活動
１　配慮不要
２　保護者と相談し決定

F　その他、配慮・管理事項（自由記載）

Ｄ　宿泊を伴う園外活動
１　配慮不要
２　食事やイベントの際に配慮が必要
Ｅ　除去食品で摂取不可能なもの
病型・治療のＣで除去の際に摂取不可能なものに○
１　鶏卵：　　　　　　卵殻カルシウム
２　牛乳・乳製品：　　乳糖
３　小麦：　　　　　　醤油・酢・麦茶
６　大豆：　　　　　　大豆油・醤油・味噌
７　ゴマ：　　　　　　ゴマ油
12　魚類：　　　　　　かつおだし・いりこだし
13　肉類：　　　　　　エキス

Ｂ アナフィラキシー病型（アナフィラキシーの既往ありの場合のみ記載）
１　食物（原因　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　
２　その他（医薬品・食物依存性運動誘発アナフィラキシー・
　　　　　　ラテックスアレルギー・　　　　　 　　　　　　　）

Ｄ　緊急時に備えた処方薬
１　内服薬（抗ヒスタミン薬、ステロイド薬）
２　アドレナリン自己注射薬（「エピペン®」）
３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｃ　原因食物・除去根拠
　　該当する食品の番号に○をし、かつ<　>内に診断根拠を記載　
１　鶏卵　　　　　<　　　　　　>
２　牛乳・乳製品　<　　　　　　>
３　小麦　　　　　<　　　　　　>
４　ソバ　　　　　<　　　　　　>
５　ピーナッツ　　<　　　　　　>
６　大豆　　　　　<　　　　　　>
７　ゴマ　　　　　<　　　　　　>
８　ナッツ類　　＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
９　甲殻類　　　＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
10　軟体類・貝類＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
11　魚卵　　　　＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
12　魚類　　　　＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
13　肉類　　　　＊<　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
14　果物類　　　＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
15　その他　　　＊ <　　　　　　>（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　＊類は（　　　）の中に具体的に記載すること。

名前　　　　　　　　　　男・女　平成　　年　　月　　日生（　　歳　　ヶ月）　　　　　　　　　　　組

保育所におけるアレルギー疾患生活管理指導表（食物アレルギー・アナフィラキシー）

ア
ナ
フ
ィ
ラ
キ
シ
ー
（
あ
り
・
な
し
）

食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
（
あ
り
・
な
し
）

【
緊
急
連
絡
先
】

【除去根拠】該当するもの全てを
<　>内に番号を記載
①明らかな症状の既往
②食物負荷試験陽性
③IgE 抗体等検査結果陽性
④未摂取　

様式 1
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【給付幼稚園用】 

 

 

障害児保育教育対象児童及び特別支援対象児童の認定について 

 

 平成 27 年４月から、障害児等、特別な支援を必要とする児童の保育・教育の実施に

関して、公立保育所、新制度の給付対象となる民間保育所、認定こども園、幼稚園及

び地域型保育事業等（以下「施設・事業者」という。）、共通の実施要綱を策定し、対

象児童の認定可否、助成費用の支給可否、加配区分決定等について、統一的に行える

よう変更します。 
 
１ 対象児童 

（１）障害児保育教育対象児童 

 ア 身体障害者福祉法（昭和 24年 12月法律第 283 号）第 15条に定める「身体障

害者手帳」の交付を受けている児童 

イ 療育手帳制度要綱（昭和 48 年９月 27 日厚生省発児第 156 号）に定める「療

育手帳」（横浜市における呼称は「愛の手帳」）の交付を受けている児童 

 ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 45条に定める「精神障害者保健

福祉手帳」の交付を受けている児童 

 エ ア、イ又はウのいずれかと同等程度の障害を有すると、児童相談所、横浜市

障害者更生相談所、横浜市総合リハビリテーションセンター、横浜市地域療育

センター、小児療育センター、神奈川県立こども医療センター、横浜市立病院、

横浜市民病院、地域中核病院、及び区福祉保健センター等の機関（以下「判定

機関等」という。）の診断等により、区福祉保健センター長が特に認めた児童 

 

（２）特別支援対象児童 

障害認定を受けていないが判定機関等を利用している又は区福祉保健センター

での養育支援や専門職による関わりなどで、集団保育において保育士等の加配が必

要と区福祉保健センター長が認めた児童 

 

（３）被虐待児保育教育対象児童 

虐待が疑われる児童で、保育士等の加配等特別な支援が必要と福祉保健センター

長が認めた児童 

 

（４）医療的ケア対象児童 

たん吸引、導尿、経管栄養の医療的ケアが必要な児童で、ほかに重篤な症状がな

く、集団での保育教育が可能であると区福祉保健センター長が認めた児童 

 
２ 障害児及び特別支援対象児童の認定の決定方法 

１号認定児童の手続きについては、以下のとおりです。26 年度、私立幼稚園特別

支援教育費補助対象児の申請についても同様の手続きになります。（別添フロー図

「給付幼稚園、認定こども園(１号認定)障害児等保育教育対象児童の申請の手続き」

を参照）なお、実施要綱については、別途お示しします。 

35

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
長方形

takahashi
長方形

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト
資料４

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト

takahashi
タイプライターテキスト



【給付幼稚園用】 

 

 

ア 児童状況書の作成依頼 
入園内定後、施設での保育・教育の提供において、特別な支援を必要とする児童

の対象に該当すると施設が判断した児童がいる場合には、保護者に対して説明を行

い、必要に応じて支援や療育へのつなぎを行うとともに、「児童状況書」（第１号様

式＜保護者用＞）、「児童意見書・診断書」（第３号様式＜判定機関等用＞【1 号認

定用】）を渡し、保護者へ提出を依頼します。第１号様式で記入できない部分があ

る場合には、その部分は空欄でもかまいませんが、署名は必ずもらうようにしてく

ださい。また、手帳がある場合は、手帳の写しの提出も依頼します。 
 
イ 児童状況確認書の作成 

施設は、児童状況確認書（第２号様式）を作成してください。作成にあたっては、

以下の点にご留意ください。なお、新規入園児のうち、面談時等の状況では記入が

難しい場合は、入園後、保育・教育の状況をもとに記入し、申請してください。 
（留意点） 
・生活習慣や発達の状況を中心に客観的に記入してください。 
・日常の保育・教育時間の中で把握できないことを理由に、プライバシーや児童

の状況について、過度の聞き取りを行う等必要以上に立ち入らないよう配慮し、

確認できない内容については、その部分についての記載はなしで提出していた

だいてかまいません。 
 
ウ 施設からの申請…３月６日（金）まで。以降は随時受け付け。 

保護者から書類の提出を受けたら、施設所在区の福祉保健センターへ以下の書類

を提出します。対象児童及び加配区分認定の決定（＝助成開始日）は、原則保護者

より児童状況書による申し出があった日からとします。なお、当該児童に対して特

別な支援を行っていたことが記録等で明らかな場合は、支援を開始した日に遡って

認定することができます。（「４ 障害児及び特別支援対象児童の保育・教育の実施

にあたって」下線部分参照） 
①「障害児等保育教育対象児童認定（変更）申請書」（第 10 号様式－１） 
②「児童状況書」（第１号様式） 
③手帳がある場合、手帳の写し 
④手帳がない場合、診断書または「児童意見書・診断書」（第３号様式）（原本ま

たは写） 
 ※26 年度、私立幼稚園特別支援教育費補助金の対象園児については、こども 

青少年局子育て支援課幼児教育係へ提出した手帳・診断書の写しでも可。 
⑤「児童状況確認書」（第２号様式） 

 
 エ 障害児等加配区分の決定 

ウの申請に基づき、区福祉保健センター長は、障害児等加配区分の決定をしま

す。区福祉保健センターは、「障害児に対する加配区分基準表」（実施要綱別表１

及び２）と照らし合わせて客観的な判断により加配区分を決定し、施設へ通知し

ます。 
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【給付幼稚園用】 

 

 

オ 加配区分による職員等の配置、助成 
施設は、決定された加配区分に応じ横浜市の助成を受けることができます。助

成を受けた施設は、加配区分に応じた人数に相当する職員の配置や障害児等の保

育・教育に必要な配慮をしてください。なお、助成の申請手続きについては、別

に定めます。 
 

 

３ 被虐待児保育教育対象児童、及び医療的ケア対象児童の手続き 

（１）被虐待児保育教育対象児童 

保護者及び施設長からの申請によらず、区福祉保健センターが対象児童につい

て認定し、施設へ通知します。対象と思われる児童がいる場合は、区福祉保健セ

ンターへご相談ください。加配区分は、児童１人に対し１人の幼稚園教諭、保育

士、または保育教諭とします。 

 

（２）医療的ケア対象児童 

医療的ケア対象児童に該当する場合、書類を施設所在区の福祉保健センターへ

提出します。区福祉保健センター長は、「医療的ケアが必要な場合の保育士加配基

準」（別表３）と照らし合わせ、届出の内容が適正と認めた場合に加配区分を決定

します。医療的ケア対象児童については、あらかじめ配置されている看護師に加

え、看護師を加配することとします。 

  【提出書類】 
   ・医療的ケア依頼書（第６号様式) 
   ・医療的ケア指示書（第７号様式） 
   ・医療的ケア主治医意見書（兼診療情報提供書）（第８号様式） 
   ・医療的ケア実施（変更）届（第９号様式） 
 

 

４ 障害児及び特別支援対象児童の保育・教育の実施にあたって 

  障害等支援が必要な子どもの保育については、他の子どもとの生活を通して共に成

長できるよう、指導計画に位置付け、支援のための計画を個別に作成し、保育の内

容や子どもの様子を日誌などに記録してください。また、家族や区や療育センター

などの関係機関とも連携し、保育にあたってください。 
 
 
 
 

【要綱・様式について】 

こども青少年局ホームページよりダウンロードしてお使いください。 

・様式１～３：事業者説明会後、掲載します。 

・要綱、様式１～３以外：２月末ごろ掲載予定です。 

【ホームページＵＲＬ】 

こども青少年局トップ＞子ども・子育て支援新制度＞事業者の方へ 

 http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/shien-new/jigyosha/ 
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給付幼稚園、認定こども園（１号認定） 障害児等保育教育対象児童申請の手続き 
 日付は、４月入園児及び前年度私立幼稚園特別支援教育費補助対象者のスケジュール。入園後申請の場合は随時受付。 

 
 

 
 
 

                      
 
 

           
 
 
                       
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

保 

護 

者 

①入園内定 

施 
 

設 

福
祉
保
健
セ
ン
タ
ー
（
施
設
所
在
区
）

③※「児童状況書」、及び

手帳の写し、または「児

童意見書・診断書」(診断

書でも可)受理 

②※：障害児及び特別支援対象児童に該当する場合、保護者に対して説明を行い、次の書類を渡します。 
・「児童状況書」（実施要綱 第 1 号様式＜保護者用＞） 
・手帳がなく、判定機関等で診断されているが、診断書がない場合、「児童意見書・診断書」（第３号様式＜判定機関等用＞） 

③※：保護者から、次の書類を提出してもらいます。 
・手帳がある場合…手帳【注】（写）(身体障害者手帳、療育手帳(愛の手帳)、精神保健福祉手帳)、「児童状況書」。 
・手帳がない場合…「児童状況書」、判定機関等の診断書または「児童意見書・診断書」の原本または写し【注】。 

   【注】26 年度、私立幼稚園特別支援教育費補助金の対象園児について申請する場合は、市へ提出した手帳・診断書の写しでも可。 
④※：「申請書」(第 10 号様式－１)に③の資料、「児童状況確認書」(第２号様式＜施設用＞)を添付して提出します。「児童意見書・診断書」の提出

が遅れる場合、または通院先がない場合には、先に「申請書」に「児童状況書」、「児童状況確認書」を添付して、区福祉保健センターへ提出

します。 
⑤※：手帳も通院先もなく、判定機関(居住区福祉保健センター含む)でも判定がでない場合は対象外になります。その後、判定機関へ通院した場合

は、保護者は再度③の書類を施設へ提出、施設は②以降のフローで手続きを行います。 

②※保護者へ 
「児童状況書」、 
「児童意見書・診断書」

を渡す 

福 祉 保 健

システム （参考）区福祉保健センターでの加配区分決定手続き 
(1)手帳あり：手帳で、新基準により決定。 
(2)手帳なし 
 ａ通院先あり：児童状況書＋診断書または児童意見書・判定書 

＋児童状況確認書 
 b 通院先なし：施設所在区から居住区へ、区の支援状況を照会。 

a・b で判定がつかない場合：対象外。入園後、判定機関へ通院した場合等、

再度必要書類を提出し、②以降のフローで手続き。 

福
祉
保
健
セ
ン
タ
ー
（
居
住
区
） 

⑤※通院先がない場合、通院先が

判定機関等以外の場合、支援状況

照会、回答 

利用契約後～４月

中旬頃 

⑨障害児等認定・

加配区分決定入力 

1 号認定児童用 

３月６日(金)まで 

④※申請書類一式 
提出 

⑦※障害児等認定・

加配区分決定通知 
⑥障害児等認

定・加配区分

決定 
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＜保護者用＞

第１号様式

　№

　　　　　　　　◇　保育園等利用の参考にさせていただきますので、次の項目についてご記入ください。

（１）　現在　通院加療対象の病気がありますか。　　　いいえ ・ はい

　① ：

　② ：

（２）　これまでに入院したことがありますか。　　　いいえ ・ はい

　① ⇒ ⇒

　② ⇒ ⇒

（1)  生　活　習　慣　

　　食　事 ： ①スプーン、フォーク等を使い自分で食べる　　②スプーンか手づかみで自分で食べる

　　　　　　　 ③部分的な介助があれば何とか自分で食べる　　　

                ④意欲はあるがほぼ全介助が必要である　

　　　　　　　 ⑤食事への意欲関心がなく、自分で食べようとしない。

　　着替え ： ①時間はかかるが自分で全部できる　　②見守りまたは一部介助があれば自分でできる

　　　　　　　　③自分でしようとする意欲があるが、ほぼ全介助である。　　　

                 ④意欲は見られず全介助で脱いだり着たりする

　　排　泄 ： ①自分で行きたいときにトイレに行き排泄する　　②予告するが失敗する時もある　　

　　　　　　　 ③予告せずオムツを使用しているが、排泄があったことは知らせる　　

　　　　　　　 ④オムツに排泄しても知らせない

（２）　身　体　の　様　子

　　上　肢 ： ①特に問題はなし②不器用だが小さい物も何とかつまめる。②意欲があり部分的な介助により

　　　　　他児と一緒に活動できる。③細かい作業はできないが、大きな物をつかむことができる。　

　　　　④つかんだり、握ったりすることができない。④細かい作業ができない。⑤物をつかむことができない。　　　　

　　下　肢 ： ①特に問題はなし　　②ぎこちないが、自力歩行できる　　③一部介助で歩行できる

　　　　　　　 ④室内では自力移動できる。④段差や長距離は介助が必要。

　　　　　　 　⑤自力で移動することができず、移動は全介助が必要

　　聴　覚： ①特に問題なし②呼びかけの反応が悪い。②聞こえずらさがある。③補聴器使用

　④全く聞こえない  

　　視  覚 ： ①特に問題なし　②弱視または視野狭窄があるが日常生活に特に支障はない  

　　　　　　　 ③部分的な介助があれば他児と一緒に活動できる　④屋外では全面的な介助が必要

　　　　　　　 ⑤全盲か、全盲に近い状態で生活全般において介助が必要

　　　内　　部：①てんかんの既往症がある。②健康状態チェックが常に必要。

保護者との関係

通　院　先

病　　名 通　院　先 入院時期

※入園予定園名（1号認定のみ）

児　　童　　状　　況　　書　(案）

平 成　　　　年　　　　月　　　　日 記載年月日

住　　所

平成　　　年　　　月　　　日 生　　　　歳　　　か月生年月日・歳

児　童　名

　　　　　　　　　④年齢相応の座位、首のすわりが不安定で常時見守りが必要。

Ⅰ
　
健
康
状
態

Ⅱ
　
　
心
身
の
状
況
　
　

（
該
当
す
る
項
目
に

「
○

」
を
つ
け
て
く
だ
さ
い

）

　　　全　　体：（２歳児未満）　③年齢相応の座位、首のすわりが不安定で、一部見守りが必要。

　　　　　　　　 ②激しい運動等の活動制限がある。　　④活動内容により、制限がある。　

病　　名

　　補装具利用の有無 ： なし　・　あり　(        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       )

　　　　　 　　　④転倒させられない等日常生活の活動制限がある
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保護者用 第1号様式

　　　　　　　　 　③言葉のかけ方、あるいは絵カード等で工夫すれば指示を理解できる 

　　　　　　　　 　③簡単な言葉で自分の要求を表現する

　　　　　　　　　 ③友達とは関わろうとしないが大人との関係は作れる

施設　・教室名 場　　所 内　　　　　　容
①

②

③

【保護者確認欄】

Ⅱ
　
心
身
の
状
況
　

（
該
当
す
る
項
目
に

「
○

」
を
つ
け
て
く
だ
さ
い

）

保護者氏名(自署)

 保育所等が横浜市における特別な支援を必要とする児童の保育・教育実施要綱に基づく申請を行うこと及びその申請にあ
たり福祉保健センター長が横浜市児童相談所などの判定機関等に児童の状況について意見を照会することを了解するとと
もに、利用施設（新規の場合は希望施設） への情報提供します。

 【ことば】

 【あそび】

 【行　動】

Ⅲ
施
設
や
集
団
の
利
用

　　　　　　　 【動き回って落ち着かない】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

       　　　　【自分を叩いたり傷つける】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　　【特定の行動を繰り返す】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

              　【他者を傷つける】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　 【基本的な生活・食事・排泄・睡眠等】

　　　　　　身体障害者手帳 ： な　し　：　あ　り　　（肢体／視覚／聴覚／内部／膀胱直腸）

　　　⇒　利用したことはない ・ 現在利用している ・ かつて利用したことがある
利 用 期 間

 ◇　治療や訓練のための施設（療育センターや訓練会）区で行っている発達に関する相談・教室などを
利用したことがありますか。
　　*　一度でも利用したことがあれば、施設名、利用期間を記入してください。

　　 　　　　　　　④ほとんど言葉は出ないが身振り、手振りで何とか表現できる

　　　　　　　　　 ⑤人への関心が全くなく、大人との関係が作れない

 【運　動】

　　　　　　療　育　手　帳　 ： な　し　：　あ　り　　
（５）　お子さんについて、現在気になることがあれば記入してください。

　　　　　　　　　 ⑤話せず、身振り、手振りでも気持ちを伝えられない

　　対人関係 ： ①友達との関係が作れる　　②友達に関心を示し関わろうとする　　

　　　　　　　　　 ④人への関心が薄く関わろうとしない

　行　　　動：①パニック、多動、こだわり等の問題行動は殆ど見られない。

　　　　　　　　　　③大人と一緒に集団活動に参加する　　  ④集団活動に関心を示さずひとり遊びが多い　

　　　　 ⑤言葉の理解がなく、制止禁止等の指示が入らない　⑤危険に対する認識がなく行動の予測がつ

（４）　身体障害者手帳 ・ 療育手帳について　　（ありの場合は写しを提出してください）

（３）　コミュニケーション ・ 社会性について

　　理　　　解 ： ①相手の話を理解できる　　②簡単な日常の話を理解できる　　

　　遊　　　び ： ①他児と一緒に年齢相応の遊びができる　②部分的な介助があれば他児と一緒に遊ぶ

　　 　　　　　 　 ④静止、禁止等の指示を理解できる 　④行動の予測がつかず、常に見守りが必要。

               【自分の世界に閉じこもる】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　  【不安定な行動】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　　【突発的な行動】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　表　　　現 ： ①自分の思っていることを話せる　　②口ごもったりするが思っていることを何とか話せる　　
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＜施設用＞

第２号様式－１

（1)  生　活　習　慣　

　　食　事 ： ①スプーン、フォーク等を使い自分で食べる　　②スプーンか手づかみで自分で食べる

　　　　　　　 ③部分的な介助があれば何とか自分で食べる　　　

                ④意欲はあるがほぼ全介助が必要である　

　　　　　　　 ⑤食事への意欲関心がなく、自分で食べようとしない。

　　着替え ： ①時間はかかるが自分で全部できる　　②見守りまたは一部介助があれば自分でできる　　 

　　　　　　　　③自分でしようとする意欲があるが、ほぼ全介助である。　　　

                 ④意欲は見られず全介助で脱いだり着たりする

　　排　泄 ： ①自分で行きたいときにトイレに行き排泄する　　②予告するが失敗する時もある　　

　　　　　　　 ③予告せずオムツを使用しているが、排泄があったことは知らせる　　

　　　　　　　 ④オムツに排泄しても知らせない

（２）　身　体　の　様　子

　　上　肢 ： ①特に問題はなし②不器用だが小さい物も何とかつまめる。

　　　　　　　　③細かい作業はできないが、大きな物をつかむことができる。　

　　　　　　　　④つかんだり、握ったりすることができない。④細かい作業ができない。

　　下　肢 ： ①特に問題はなし　　②ぎこちないが、自力歩行できる　　③一部介助で歩行できる

　　　　　　　 ④室内では自力移動できる。④段差や長距離は介助が必要。

　　　　　　 　⑤自力で移動することができず、移動は全介助が必要

　　聴　覚： ①特に問題なし②呼びかけの反応が悪い。②聞こえずらさがある。③補聴器使用

　　　　④全く聞こえない  

　　視  覚 ： ①特に問題なし　②弱視または視野狭窄があるが日常生活に特に支障はない  

　　　　　　　 ③部分的な介助があれば他児と一緒に活動できる　④屋外では全面的な介助が必要

　　　　　　　 ⑤全盲か、全盲に近い状態で生活全般において介助が必要

　　

　　　　　　　　②意欲があり部分的な介助により、他児と一緒に活動できる。

児　童　状　況　確　認　書　(案）

児童名 生年月日 平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日生 　　　　歳

◇次の各項目について、該当する部分に「○」をつけてください。

心
　
身
　
の
　
状
　
況

　　　　　　　　④年齢相応の座位、首のすわりが不安定で常時見守りが必要。

　　　　　　　　⑤物をつかむことができない。　　　　

　　内　　部：①てんかんの既往症がある。　②健康状態チェックが常に必要。

　　　　　　　　②激しい運動等の活動制限がある。

　　　　　　　　④活動内容により、制限がある。

　　　　　　　　④転倒させられない等日常生活の活動制限がある

　　全　　体：（２歳児未満）　③年齢相応の座位、首のすわりが不安定で、一部見守りが必要。
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施設用 第２号様式－１

　　　　　　　　 　③言葉のかけ方、あるいは絵カード等で工夫すれば指示を理解できる 

　　　　　　　　 　③簡単な言葉で自分の要求を表現する

　　　　　　　　　 ③友達とは関わろうとしないが大人との関係は作れる

施設名 施設長名 記載者

記載日 　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　　日

　　　　 ⑤言葉の理解がなく、制止禁止等の指示が入らない　⑤危険に対する認識がなく行動の予測がつかない。

（３）　コミュニケーション ・ 社会性について

　　理　　　解 ： ①相手の話を理解できる　　②簡単な日常の話を理解できる　　

　　遊　　　び ： ①他児と一緒に年齢相応の遊びができる　②部分的な介助があれば他児と一緒に遊ぶ

　　 　　　　　 　 ④制止、禁止等の指示を理解できる 　④行動の予測がつかず、常に見守りが必要。

　　表　　　現 ： ①自分の思っていることを話せる　　②口ごもったりするが思っていることを何とか話せる　　

　　 　　　　　　　④ほとんど言葉は出ないが身振り、手振りで何とか表現できる

　　　　　　　　　 ⑤人への関心が全くなく、大人との関係が作れない

　　　　　　　　　 ⑤話せず、身振り、手振りでも気持ちを伝えられない

　　対人関係 ： ①友達との関係が作れる　　友達に関心を示し関わろうとする　　

　　　　　　　　　 ④人への関心が薄く関わろうとしない

　　　　　　　【特定の行動を繰り返す】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

              　【他者を傷つける】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　行　　　動：①パニック、多動、こだわり等の問題行動は見られない。

◇新規児童：見学時の様子　　継続児童：施設内での様子

◇集団保育に対する所見　　　　　　　【３：１　２：１　１：１の加配が必要】

　　　　　　　　　　③大人と一緒に集団活動に参加する　　  ④集団活動に関心を示さずひとり遊びが多い　　　

施　設
記入欄

               【自分の世界に閉じこもる】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　  【不安定な行動】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　　【突発的な行動】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　　 【動き回って落ち着かない】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

       　　　　【自分を叩いたり傷つける】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある
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＜判定機関等用＞【1号認定用】

第３号様式

Ａ Ｂ Ｃ１
Ｃ２ Ｄ１ Ｄ２
Ｅ１ Ｅ２ Ｅ３
Ｆ Ｇ Ｈ

（1)  生　活　習　慣　

　　食　事 ： ①スプーン、フォーク等を使い自分で食べる　　②スプーンか手づかみで自分で食べる

　　　　　　　 ③部分的な介助があれば何とか自分で食べる　　　

                ④意欲はあるがほぼ全介助が必要である　

　　　　　　　 ⑤食事への意欲関心がなく、自分で食べようとしない。

　　着替え ： ①時間はかかるが自分で全部できる　　②見守りまたは一部介助があれば自分でできる　　 

　　　　　　　　③自分でしようとする意欲があるが、ほぼ全介助である。　　　

                 ④意欲は見られず全介助で脱いだり着たりする

　　排　泄 ： ①自分で行きたいときにトイレに行き排泄する　　②予告するが失敗する時もある　　

　　　　　　　 ③予告せずオムツを使用しているが、排泄があったことは知らせる　　

　　　　　　　 ④オムツに排泄しても知らせない

（２）　身　体　の　様　子

　　上　肢 ： ①特に問題はなし②不器用だが小さい物も何とかつまめる。

　　　　　　　　③細かい作業はできないが、大きな物をつかむことができる。　

　　　　　　　　④つかんだり、握ったりすることができない。④細かい作業ができない。

　　下　肢 ： ①特に問題はなし　　②ぎこちないが、自力歩行できる　　③一部介助で歩行できる

　　　　　　　 ④室内では自力移動できる。④段差や長距離は介助が必要。

　　　　　　 　⑤自力で移動することができず、移動は全介助が必要

　　聴　覚： ①特に問題なし②呼びかけの反応が悪い。②聞こえずらさがある。③補聴器使用

　　　　④全く聞こえない  

　　視  覚 ： ①特に問題なし　②弱視または視野狭窄があるが日常生活に特に支障はない  

　　　　　　　 ③部分的な介助があれば他児と一緒に活動できる　④屋外では全面的な介助が必要

　　　　　　　 ⑤全盲か、全盲に近い状態で生活全般において介助が必要

心
身
の
状
況
　
判
定
で
き
る
範
囲
で
ご
記
入
く
だ
さ
い

。

健康状態

加療疾病の有無

投薬状況

　　有　　無　　⇒病名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加療先

精神発達遅滞（ダウン症）
肢体不自由（その他）
病弱・虚弱（その他）
言語障害

症状や病状の
内容および程度

（併せ有する障害および指
導上配慮を必要とする行

動などを記入してください）

医療または生活規
制を必要とする期間
（Ｅ 病弱・虚弱の場合は必

ず記入してください）

　Ｃ２に該当の場合[Ａ１・Ａ２・Ｂ１・Ｂ２]に相当、または指数（　　　　　）

対象区分

視覚障害
精神発達遅滞（その他）
病弱・虚弱（筋ジストロフィ
発達障害

聴覚障害
肢体不自由（脳性マヒ）
病弱・虚弱（先天性疾患）
情緒障害

児　童　意　見　書　・診　断　書(案）
児童名

　　

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日生 　　　　歳

診断名
障害名

合併症

生年月日

　　　　　　　　④活動内容により、制限がある。

　　　　　　　　④年齢相応の座位、首のすわりが不安定で常時見守りが必要。

　　内　　部：①てんかんの既往症がある。　②健康状態チェックが常に必要。

　　　　　　　　②意欲があり部分的な介助により、他児と一緒に活動できる。

　　　　　　　　⑤物をつかむことができない。　　　　

　　　　　　　　②激しい運動等の活動制限がある。

　　　　　　　　④転倒させられない等日常生活の活動制限がある

　　全　　体：（２歳児未満）　③年齢相応の座位、首のすわりが不安定で、一部見守りが必要。

◇次の各項目に必要事項を記入、該当するものに「○」をつけてください。
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＜判定機関用＞
第３号様式

　　　　　　　　 　③言葉のかけ方、あるいは絵カード等で工夫すれば指示を理解できる 

　　　　　　　　 　③簡単な言葉で自分の要求を表現する

　　　　　　　　　 ③友達とは関わろうとしないが大人との関係は作れる

記載者 印 職種：

　　　年　　　　月　　　　日

（３）　コミュニケーション ・ 社会性について

　　理　　　解 ： ①相手の話を理解できる　　②簡単な日常の話を理解できる　　

　　 　　　　　 　 ④制止、禁止等の指示を理解できる 　④行動の予測がつかず、常に見守りが必要。

　　　　 ⑤言葉の理解がなく、制止禁止等の指示が入らない　⑤危険に対する認識がなく行動の予測がつかない。

　　表　　　現 ： ①自分の思っていることを話せる　　②口ごもったりするが思っていることを何とか話せる　　

　　 　　　　　　　④ほとんど言葉は出ないが身振り、手振りで何とか表現できる

　　　　　　　　　 ⑤話せず、身振り、手振りでも気持ちを伝えられない

　　対人関係 ： ①友達との関係が作れる　　②友達に関心を示し関わろうとする　　

　　　　　　　　　 ④人への関心が薄く関わろうとしない

　　　　　　　　　 ⑤人への関心が全くなく、大人との関係が作れない

　　遊　　　び ： ①他児と一緒に年齢相応の遊びができる　②部分的な介助があれば他児と一緒に遊ぶ

　　　　　　　　　　③大人と一緒に集団活動に参加する　　  ④集団活動に関心を示さずひとり遊びが多い　　　

　行　　　動：①パニック、多動、こだわり等の問題行動は見られない。

　　　　　　　 【動き回って落ち着かない】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

              　【他者を傷つける】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

       　　　　【自分を叩いたり傷つける】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　　【特定の行動を繰り返す】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

               【自分の世界に閉じこもる】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

　　　　　　  【不安定な行動】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

　　　　　　　【突発的な行動】①ない、もしくは週1回未満　②週1回以上ある　③毎日ある

備考

◇統合保育に参加する上で、留意点があれば記載してください。

（注）神奈川県の「私立幼稚園特別支援教育費補助金」にこの様式で申請する場合、

医師による記載が必要であると聞いておりますのでご注意ください。
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フリガナ

児童氏名

内　容 実　施　内　容 留　意　事　項

例）登園時　ソリタ水　　１５０ml 例）座位で注入する。

        昼食時　エンシュア　１８０ml         注入速度は、○滴/○秒くらいが良い。

　　　　白湯　　　        　　７０ml

吸　引

鼻口腔

吸引

鼻腔
中咽頭

　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　保護者氏名　　　　　　　　　　　　　印

　　　　上記のとおり、施設・事業での処置の実施について、依頼します。

　　　※施設・事業の利用中、実施する医療ケアや児童の身体状況の変化等に関して、
　　　当該児童に関係する医療機関及び行政機関間での情報提供について、同意します。

注　入

例）口腔、鼻腔内にある鼻汁、痰などの分泌
物を吸引する。

例）チューブを挿入している左の鼻は、チュー
ブの下から入れると入りやすい。

例）口腔内の吸引では取れない場合は、鼻腔
から約○ｃｍを目安にカテーテルを挿入して
吸引。

例）吸引した分泌物の性状を観察して記入す
る。（量・色等）

第６号様式

　　　　　　　　　　施設・事業者長

医療的ケア依頼書

服　薬 例）食後に粉薬１包を少量の白湯で溶き、注
射筒で注入する。

例）容器や注射筒に薬が残らないよう、すすい
で注入する。

（保護者）→（保育所）→（看護師）
保育所保管

家庭での医療的ケアの状況を
保護者が保育所に伝える書類。

具体的な留意点を記入してもらいま

す。
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takahashi
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takahashi
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　　 園児氏名

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

吸引

注入内容・留意点

□鼻腔管留置による注入　　□胃・腸瘻による注入

経管栄養（水分を含む）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□口腔・鼻腔内　　　　　　□気管カニューレ内

□注入速度目安（　　　　CCを　　　　分程度で）

　　　　　　　　　　施設・事業者長

第７号様式

医療的ケア指示書

　　　　次の園児について、貴園における医療的ケアの実施をお願いします。
　　　　看護師に対する指示事項は以下のとおりです。

診　断　名

医
療
的
ケ
ア
の
内
容

導尿

□自己導尿の補助・援助　　□導尿（　　　）時間毎

平成　　年　　月　　日

医療機関住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□経鼻咽頭エアウェイ内　　□その他（　　　　　　　）

現在の健康状態

医療機関名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：　　　　　　　　　　　　

主治医氏名　：　　　　　　　　　　　　　　　　印

その他のケア

＊緊急時の対応

プール・水遊
び、遠足等保
育園生活にお
ける留意事項

（保護者）→（主治医）→（保護者）→（保育所）→（看護師）
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第８号様式

横浜市長

基本情報

所見等

処方内容

必要に応じて別紙添付してください。

経過

必要に応じて別紙添付してください。

（保護者）→（主治医）→（区役所）→（保育所）→（嘱託医）

医療的ケア主治医意見書（兼診療情報提供書）

児童氏名　　　　　　　　　　　　　　　

主病名

合併症
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担当部署名：　　　　　　　　　　（電話：　　　　　　　　）　担当者名：　　　　　　　　　　　　

　　　留意事項（保護者の方へ）

　　　・主治医に記入をしてもらってください。

　　　・看護職がいる園から希望をしてください。

　　　・場合によっては入所できないことがあります。

その他

平成　　年　　　月　　 日

医療機関住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

医療機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：　　　　　　　　　　　　　　　

主治医氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　注意事項：

□ その他　※痙攣時の対応はこの欄に記入してください。

保育所等での生活上の配慮事項

□ 経口摂食・飲水（最低水分量、食形態、増粘剤、姿勢等）

□ 園外活動

□ 行事参加（プール等）

保育所等で必要な医療ケア

□ 経管栄養　（□ 経鼻　□ 胃瘻　□ 腸瘻）

　　　　　　　注入内容：

□ 吸引　　　（□ 口腔内　□ 咽頭・喉頭部　□ 経鼻気管内　□ 経気管切開）

　　　　　　　注意事項：

□ 導尿　　　（□ 自己導尿の補助・援助　　□ 導尿　　　時間毎）

（区役所処理欄）
受領年月日 年 月 日
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第９号様式

  　　年　　月　　日

横浜市         福祉保健センター長

所   在   地

設置主体名

代表者職氏名 印

（登録番号：　　　　　　　　　　　　）

（登録番号：　　　　　　　　　　　　）

（登録番号：　　　　　　　　　　　　）

注2　変更の場合は（　）内に変更内容を明記すること。

1か月あたりの勤務日数
（又は週の勤務日数×4）

注１「職員氏名」欄に、その職種に係る資格の登録番号を記載すること（資格証の写しの添付でも可）。

准看護師
時間/日

　日/月

所定労働時間

　日/月

　変更　（　　　　　　　　　　　　　　　）・退職

　変更　（　　　　　　　　　　　　　　　）・退職

勤務開始年月日
（医療的ケア補助としての） 年　　月　　日

1か月あたりの勤務日数
（又は週の勤務日数×4）

勤務開始年月日
（医療的ケア補助としての） 年　　月　　日

所定労働時間

1か月あたりの勤務日数
（又は週の勤務日数×4） 　日/月

職　　　種

看護師　

　変更　（　　　　　　　　　　　　　　　）・退職

１　既に雇用している看護職等（横浜市向上支援費助成要綱　雇用状況表（第○号様式）に記載されている
職員と同じ）

職　　　種

時間/日

勤務開始年月日
（医療的ケア補助としての）

保健師または助産師

所定労働時間
時間/日

　日/月

（登録番号：　　　　　　　　　　　　） 　変更　（　　　　　　　　　　　　　　　）・退職

勤務状況

□医療的ケア対象児童
が入所している。

□当該職員は月40時間以
上の勤務を契約している。

年　　月　　日

時間/日
1か月あたりの勤務日数
（又は週の勤務日数×4）

年　　月　　日

職員氏名 勤務状況

勤務開始年月日

医療的ケア実施（変更）届

施　設　名

　横浜市における特別な支援を必要とする児童の保育・教育実施要綱に基づく医療的ケア対象児童に
対する医療的ケア対応看護職に係る職員雇用について次のとおり届け出ます。

□月120時間以上の勤務を契
約している看護職がいる。

要　　　件
（右欄の□にすべてチェックが

あること）

職員氏名

２　今回新たに雇用する職員

　　　　　　　　（常勤・非常勤）
所定労働時間
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第１０号様式－１ 　(案）

   横浜市            福祉保健センター長

所   在   地

設置主体名

代表者職氏名
印

□　児童状況書

□　児童状況確認書

□　児童意見書・診断書

□　その他（　　　　　　　　）

障害児保育教育対象児童
 （1/3 ・ 1/2 ・ 1/1）※

障害児保育教育対象児童
 （1/3 ・ 1/2 ・ 1/1）　※

障害児保育教育対象児童
（1/3 ・ 1/2 ・ 1/1）　※

障害児保育教育対象児童
 （1/3 ・ 1/2 ・ 1/1）※

  横浜市における特別な支援を必要とする児童の保育・教育実施要綱に基づく認定及び認定に係る加算費の支給
等及び変更等について、児童状況書（第１号様式）、児童状況確認書（第２号様式または第２号様式の２）等必要書
類を添えて申請します。

障害児保育教育対象児童
 （1/3 ・ 1/2 ・ 1/1）※

□　児童状況書

□　児童状況確認書

□　児童意見書・診断書

□　その他（　　　　　　　　）
□　児童状況書

□　児童状況確認書

□　児童意見書・診断書

□　その他（　　　　　　　　）
□　児童状況書

□　児童状況確認書

□　児童意見書・診断書

□　その他（　　　　　　　　）
□　児童状況書

□　児童状況確認書

□　児童意見書・診断書

□　その他（　　　　　　　　）
特別支援対象児童

特別支援対象児童

特別支援対象児童

生年月日
区　　　　　　　　　　　　分
（該当する区分に○）

添付書類

特別支援対象児童

障害児等保育教育対象児童認定（変更）申請書

　※新たに施設・事業を利用児童で、区福祉保健センター長からの連絡があった児童については、区から示された加
配区分に○をつける。
　既に施設・事業を利用している児童については、児童状況確認書（第２号様式）に記載した、「集団保育に対する所
見」欄に記載した加配区分に〇をつける。

特別支援対象児童

施　　設　　名

支給認
定区分

（フリガナ）
児    童    名
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幼稚園・認定こども園に対する補助事業について 

幼稚園・認定こども園に対し、給付費・向上支援費以外に以下の補助事業を実施します。 

 

１ 私立幼稚園等預かり保育事業補助                             

保護者の就労や病気などにより保育を必要とする在園児（市内在住児）を対象に、常態的に長時

間の預かり保育を行う幼稚園・認定こども園に対し、開設準備費や運営費助成を行います。 

 

（１）補助単価・利用料（給付対象施設・３～５歳） 

  ○経常費単価 

種類 
単価(案)（運営経費／１人当たり・月額） 

補助単価 利用料 

通常型(有資格者配置単価適用) 35,500 円※－利用料(本市上限額) 【応能負担】 

0～9,000 円の
範囲で横浜市が
示す金額を上限
に施設が設定 
(料金表別添) 

通常型 32,800 円※－利用料(本市上限額) 

平日型(有資格者配置単価適用) 31,100 円※－利用料(本市上限額) 

平日型 29,000 円※－利用料(本市上限額) 

※現行の補助単価+利用料上限額（9,000 円）  

 

○その他の単価 

種類 単価(案) 

開設準備費 500,000 円上限（１園あたり） 

移行準備費補助※１ 500,000 円上限（１園あたり） 

長期休業期間分 1,136 円（職員 1人当たり／時間） 

特別支援分※２ 通常型 平日型 

重度（１：１）

中度（２：１）

軽度（３：１）

特別支援 

162,500 円

122,500 円

79,700 円

49,300 円

重度（１：１） 

中度（２：１） 

軽度（３：１） 

特別支援 

135,500 円

102,100 円

66,500 円

41,100 円

 (園児 1 人当たり／月額)  (園児 1 人当たり／月額) 

    ※１ 幼稚園型認定こども園への移行を目指す園に対する防災対策等の整備費助成 
【例】備品（カーテン、敷物等）の防炎化 

      ※２ 障害児等受入加算で判定した障害の程度に応じて補助 

  

 （２）主な変更点 

   (ア)平成 27 年 4 月利用者分から、保育の必要性の認定基準の改正に合わせ、預かり保育園児認

定基準を一部改正します。（平成 26 年 10 月 30 日事務連絡済） 

     ＜主な改正内容＞ 

・育児休業取得者について「補助対象」とする場合を追加 

（改正案 別表１、８部分、現行基準特例（２）部分） 

・「祖父母の二次保育者としての取り扱い」を削除（現行基準特例（３）部分） 
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   (イ)保育所入所申込の取扱に準じて、雇用証明書の証明期間を変更します。 

 （現 行）利用月前 4 か月の証明（新規就労等で実績がない場合は実績が出来次第、再提出） 

 （改正後）原則利用月前 4 か月の証明。就労実績が 4 か月に満たない場合は、就労予定を含め

て 4 か月分の証明でも可。 

(ウ)給付対象施設は、27 年 4 月分から給付費と合わせて請求・支払を行います。また、利用実態

を正確に把握するため、保護者の就労時間等に応じた区分を、在園児名簿と請求明細作成ソフ

トに記載・入力していただきます。 

＜入力区分＞ 

 保育所の入所要件を満たしている場合は「６４」、満たしていない場合は「４８」 

 【例】就労による利用の場合 ※両親が就労している場合はいずれか低い方で判定 

 ①１日４時間以上、月 16 日以上（４時間×16 日＝６４時間）→「６４」 

 ②１日４時間以上、月 12 日以上（４時間×12 日＝４８時間）→「４８」 

 

２ 私立幼稚園等一時預かり保育事業補助＜新規事業＞                           

新制度施行により都道府県だけでなく市町村による実施が可能になる一時預かり事業を新たに実

施します。常態的に長時間の預かり保育を必要としない在園児を対象に、保護者の急な用事やリフ

レッシュなどの一時的な保育ニーズに対応します。 

（１）新制度における預かり保育の取扱い 

原則、次のとおりですが必要に応じてもう一方の事業の選択が可能です。 

・給付対象施設となる幼稚園・認定こども園→原則、横浜市が行う一時預かり事業を実施 

・私学助成を受ける幼稚園→原則、神奈川県が行う私立幼稚園預かり保育推進費補助事業を実施 

 

（２） 要件・補助単価等 

対象園児 対象施設に通園する在園児（市内在住園児） 

 

職 

員 

職員数 

認可保育所と同じ配置基準（３歳児 ２０：１、４歳以上児 ３０：１） 

※常時２人以上の配置を求めるが、幼稚園等の職員(保育士又は幼稚園教諭)から

の支援を受けられる場合は１人で可。担当職員は常勤､非常勤を問わない 

資格 
保育士、幼稚園教諭又は市町村長等が行う研修を修了した者 

（ただし、担当職員の半数以上は保育士又は幼稚園教諭） 

設備・面積 認可保育所と同じ（２歳以上児 保育室又は遊戯室 1.98 ㎡／人） 

届出 事業開始時に横浜市に事前の届出が必要（児童福祉法第 34 条の 12） 

広域利用 利用者の居住市町村に補助申請(委託契約)を行う（施設型給付費と同様） 

 

単価（案） 

 

利用児童 

１人１回 

当たり単価 

① 基本分単価 ※長期休業期間を含む平日に実施する場合に適用 

 ・通常単価(年間延べ利用見込み人数が 2,000 人を超える施設） 

  400 円/回 

 ・小規模施設単価(年間延べ利用見込み人数が 2,000 人以下の施設） 

   (800 千円÷年間延べ利用見込み人数）+ 

（800 千円÷年間延べ利用見込み人数-400 円）/回

② 休日単価 800 円/回 ※主に土曜日等の週休日に実施する場合に適用 

③ 長時間加算単価 100 円/回  

※1 日当たり 4 時間(休日は 8 時間)を超えて実施する場合①､②に加算 

利用料 横浜市でガイドライン等の設定を行うかどうかを現在検討中です 
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３ 新制度移行園に対する保護者負担軽減補助＜新規＞                           

給付対象施設に移行する幼稚園・認定こども園において、移行により継続利用の園児の保育料が

増えた場合に移行前の保育料との差額相当分を補助する経過措置を行い、保護者負担を軽減します。  

 

（１）対象者・期間 

 次の要件をすべて満たす幼稚園等の利用者が当該園を退園するまで（移行後最長３年間） 

(ア)新制度移行園を移行の前後で継続利用している。（移行時、移行後の転園は対象外） 

 (イ)移行前年度に横浜市就園奨励補助金を受領し、補助対象年度も引き続き受給要件を満たしている。 

 

（２）補助内容 

 補助実施年度の就園奨励補助金額と比較して差額を交付 

 (ア)新制度移行前の保育料が 25,200 円（１号最高階層）以上 29,200 円(月額)未満の場合 

【本市補助】＝新制度利用料－{(現行保育料)－(就園奨励補助金による軽減分)} 

※図の例 1,200 円 ＝  25,200 円－（28,000 円 － 4,000 円） 

(イ)新制度移行前の保育料が 25,200 円(月額)以下の場合 

          【本市補助】＝（現行保育料）－（就園奨励補助金による軽減後の実質負担額） 

※図の例 4,000 円 ＝  19,000 円    －（15,000 円） 

＜補助内容の考え方＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）補助額・補助方法 

  移行前の保育料と利用者の階層により異なりますが、一人あたり交付額（年額）1,200 円（100

円／月）～86,400 円（7,200 円／月）と見込まれます。 

    就園奨励補助金と同様、園に対し補助金を交付し園を通じて保護者に配布します。利用料切替

(9月)、税修正申告等による階層変更の影響をできるだけ受けないよう11月頃に申請を受け付け、

年度末の支払を予定しています。（就園奨励補助金の11月申込スケジュールと同等のイメージ） 

 

 

 

 

 

移
行
前

移
行
後

移
行
前

移
行
後

(イ)の例(ア)の例

新制度利用料
25,200円

現行保育料
(例)28,000円

現行保育料
(例)19,000円

実質負担額
(例)24,000円

実質負担額
(例)15,000円

新制度利用料
25,200円

就園奨励補助金

による軽減(4,000円)

軽減補助

(1,200円)

就園奨励補助金

による軽減

(4,000円)

軽減補助

(4 ,000円)

園の判断による

軽減(6,200円)
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◆補助額の試算 

  (ア)子ども２人世帯で第１子が在園。市民税所得割額が77,101円～211,200円（就園奨励補助金E階層） 

満 3～5歳児 
就園奨励補助金

(年)b 

実質保育料

（月） 

c=a-(b/12)

補助額（新制度に移行した場合の負担増額）（月） c-d 

最低保育料

(月)a 

D6 階層 

15,000 円 d

D7,D8 階層 

17,000 円 d

D9-D11 階層 

18,800 円 d 

D12,D13 階層

20,300 円 d

22,000 E 階層 107,200 13,100 1,900 3,900 5,700 7,200

23,000 E 階層 107,200 14,100 900 3,200 5,200 6,200

24,000 E 階層 107,200 15,100 -100 2,200 4,200 5,200

25,000 E 階層 107,200 16,100 -1,100 1,200 3,200 4,200

26,000 E 階層 107,200 17,100 -2,100 200 2,200 3,200

27,000 E 階層 107,200 18,100 -3,100 -800 1,200 2,200

28,000 E 階層 107,200 19,100 -4,100 -1,800 200 1,200

29,000 E 階層 107,200 20,100 -5,100 -2,800 -800 200

30,000 E 階層 107,200 21,100 -6,100 -3,800 -1,800 -800

 

(イ)子ども２人世帯で第１子が在園。市民税所得割額が211,201円以上（就園奨励補助金F階層） 

満 3～5歳児 
就園奨励補助金 

(年)b 

実質保育料

（月） 

c=a-(b/12)

補助額（新制度に移行した場合の負担増額）（月） c-d 

最低保育料

(月)a  

D14-D16 階層

21,800 円 d

D17-D20 階層

23,000 円 d

D21-D23 階層 

24,000 円 d 

D24-D27 階層

25,200 円 d

22,000 F 階層 48,000 18,000 3,800
 5,000  

  (4,000※）

6,000 

 （4,000※） 

 7,200

  (4,000※）

23,000 F 階層 48,000 19,000 2,800 4,000
 5,000 

 （4,000※） 

 6,200 

（4,000※）

24,000 F 階層 48,000 20,000 1,800 3,000 4,000 
 5,200

 （4,000※）

25,000 F 階層 48,000 21,000 800 2,000 3,000 
 4,200 

（4,000※）

26,000 F 階層 48,000 22,000 -200 1,000 2,000 3,200

27,000 F 階層 48,000 23,000 -1,200 0 1,000 2,200

28,000 F 階層 48,000 24,000 -2,200 -1,000 0 1,200

29,000 F 階層 48,000 25,000 -3,200 -2,000 -1,000 200

30,000 F 階層 48,000 26,000 -4,200 -3,000 -2,000 -800

※最大補助額4,000円/月 （就園奨励補助金 F階層年間補助額 48,000円/12か月） 

 

【参考】（※9 月 18 日事業者説明会資料の再掲） 

新制度利用料と新制度移行前の保育料に差額が生じた場合は、各園の判断により軽減を行うことが

可能です。園が軽減を行い従来水準の利用料を設定した場合、給付費での差額補てんはありません。 

＜園の判断により経過措置を実施した場合の公定価格と給付費の考え方＞ 

 

 

 

 

 

 

　　　公定価格

差額の補てんなし 現行保育料
(例)24,000円

利用料収入

施設型給付費

新制度利用料
25,200円
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４ 私立幼稚園等補助                                     

幼稚園・認定こども園を対象に、施設や設備の整備、地域と一体となって行う事業、また、家庭

教育を推進するための講座の開設等の経費の助成を行い教育環境の維持・向上を図ります。 

・補助単価  １園平均 450 千円 

・防災備蓄補助 100 千円（上限）※預かり保育新規実施園のみ 

 

５ 私立幼稚園等施設整備費補助                                   

幼稚園・認定こども園の既設園舎の修繕費に助成し、良好な教育環境を維持します。 

・修繕：200 万円以上の修繕費に１／２以内（限度 100 万円） 

 ※現行の補助単価（300 万円以上の修繕費に１／３以内（限度 1５0 万円））から変更 

 

６ 私立幼稚園等特別支援教育費補助                                  

給付対象施設に移行する幼稚園・認定こども園については、障害児等受入加算の助成に変更しま

す。（教育・保育施設向上支援費） 

 

７ 私立幼稚園就園奨励補助                                     

給付対象施設に移行する幼稚園・認定こども園に通う場合は、保護者の市民税額に応じた保育料

を負担していただくため、就園奨励補助金は対象外になります。 

 

＜お知らせ＞ 

私立幼稚園等預かり保育事業補助、私立幼稚園等一時預かり保育事業補助の詳細については、 

別途、事務説明会の開催を予定しています。（３月上旬から中旬の開催見込み） 
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平成27年度⼦ども・⼦育て⽀援新制度 利⽤者負担額仮設定（案）（⽉額）※⼀部抜粋

標準時間 標準時間

⽣活保護世帯 0 0 0 0 0 0 0 0

市⺠税⾮課税世帯（ひとり親世帯等） 0 0 0 0 0 0 0 0

市⺠税⾮課税世帯（上記以外の世帯） 2,100 700 0 0 2,100 700 2,100 700

市⺠税均等割のみ 3,000 1,500 1,900 200 4,900 1,700 4,900 1,700

D1 市⺠税所得割課税額 10,000円以下 6,300 2,200 100 0 6,400 2,200 6,400 2,200

D2  10,001 円以上 〜  48,600 円以下 7,500 2,700 100 0 7,600 2,700 7,600 2,700

D3  48,601 円以上 〜  50,400 円以下 9,400 3,300 100 0 9,500 3,300 9,500 3,300

D4  50,401 円以上 〜  57,600 円以下 10,900 3,900 100 0 11,000 3,900 11,000 3,900

D5  57,601 円以上 〜  77,100 円以下 12,600 4,500 200 0 12,800 4,500 12,800 4,500

D6  77,101 円以上 〜  97,000 円以下 15,000 5,500 600 0 15,600 5,500 15,600 5,500

D7  97,001 円以上 〜 102,600 円以下 19,500 6,800

D8 102,601 円以上 〜 120,600 円以下 21,500 7,500

D9 120,601 円以上 〜 138,600 円以下 23,500 8,200

D10 138,601 円以上 〜 169,000 円以下 24,800 8,700

D11 169,001 円以上 〜 174,900 円以下 25,800 9,000

D12 174,901 円以上 〜 192,900 円以下 26,800 9,400

D13 192,901 円以上 〜 211,200 円以下 27,500 12,400

D14 211,201 円以上 〜 228,900 円以下 28,300 12,700

D15 228,901 円以上 〜 246,700 円以下 29,300 13,200

D16 246,701 円以上 〜 255,700 円以下 30,400 13,700

D17 255,701 円以上 〜 264,700 円以下 31,800 14,300

D18 264,701 円以上 〜 273,700 円以下 33,000 18,200

D19 273,701 円以上 〜 282,700 円以下 33,900 18,600

D20 282,701 円以上 〜 291,700 円以下 35,000 19,300

D21 291,701 円以上 〜 301,000 円以下 36,200 19,900

D22 301,001 円以上 〜 309,700 円以下 37,400 20,600

D23 309,701 円以上 〜 335,800 円以下 38,600 21,200

D24 335,801 円以上 〜 361,300 円以下 39,800 21,900

D25 361,301 円以上 〜 387,700 円以下 40,900 22,500

D26 387,701 円以上 〜 397,000 円以下 42,500 23,400

D27 397,001 円以上 43,500 23,900

※新制度に移⾏した幼稚園、認

 定こども園のみ適⽤(上限額)

14,300

33,000 19,800

34,200 21,600

1号保育料+預かり利⽤料

第１⼦ 第２⼦

19,500 6,800

25,200

6,700

8,100

9,300

10,900

11,500

12,000

12,600

18,800

23,000

24,000

市
⺠
税
課
税
世
帯

階層区分（市階層） 第２⼦第１⼦
第１⼦ 第２⼦

B2

C

第１⼦ 第２⼦

2号

A

B1

1号 幼稚園型⼀時預かり利⽤料※

17,000

20,300

21,800

8,200

9,400

12,700

9,000

100

100

100

1,800

2,800

7,800

9,000

9,000

2,500

4,700

6,500

6,500

8,800

23,500

26,800

28,300

31,800
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 給付事務･利用者負担について              

１ ｢給付事務コールセンター｣及び｢請求明細作成ソフト ヘルプデスク｣について 

２ 実費徴収に伴う補足給付事業について 

３ 利用者負担(年少扶養控除、多子軽減等)について 

４ 新規利用、認定区分の変更に伴う利用料の扱い等について 

５ 給付(請求)事務に係るスケジュール概要 

 ① 審査結果通知送付先･振込先口座情報 提出のお願い 

 ② 請求明細データ送信用ＩＤ/パスワード及び施設･事業所番号のお知らせ 

 ③ 請求明細作成ソフトへの(施設情報、児童情報、利用実績等)入力について 

 ④ 月例スケジュール 
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＜請求明細作成ソフト ヘルプデスク＞

請求明細作成ソフトの操作方法等に関するお問い合わせ専門

【０４５－４５３－５６２７】

(開設期間)平成27年２月１日～

(受付時間)9:00～17:00 ※土日･祝日を除く

＜給付事務コールセンター＞

子ども・子育て支援新制度に関する給付事務の問い合わせ

【０４５－６６４－２６１６】

(開設期間) 平成27年２月１日～

(受付時間)8:45～17:00 ※土日･祝日を除く

１ ｢給付事務コールセンター｣及び
｢請求明細作成ソフト ヘルプデスク｣について

 子ども・子育て支援新制度の給付事務に関する問い合わせに

対応する｢給付事務コールセンター｣と、横浜市が無償提供して

いる請求明細作成ソフトのインストールや操作方法専門の｢請求

明細作成ソフト ヘルプデスク｣を開設いたしました。
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２ 実費徴収に係る補足給付事業について 
 

 

 

 

 

 

 

 

１ 補足給付の基本的な流れ 

（１） 施設・事業者と利用者 

    施設・事業者は基準額分を軽減して利用者から実費徴収を行います。 

    例）・給食費の実費徴収額が月額 5,000 円なら 500 円を利用者から徴収し、4,500 円（基準額）

を横浜市へ請求します（基準額を超える部分は本人負担） 

     ・教材費が月額 1,500 円なら利用者からは徴収せず、1,500 円を横浜市へ請求します。 

      （基準額に満たないため） 

     ・教材費・行事費合計で月額 4,000 円なら 1,500 円を利用者から徴収し、2,500 円（基準

額）を横浜市へ請求します（基準額を超える部分は本人負担） 

（２） 施設・事業者と横浜市 

    施設・事業者は軽減した金額について、毎月の給付費請求の際に横浜市へ請求します。 

    請求の具体的方法については、請求明細作成ソフト研修やマニュアル等でご確認ください。 

 

２ その他詳細について 

  詳細については、国による事業詳細内容提示を受けて３月の説明会等でお知らせします。 

 

３ 補足給付についてのＱＡ 

（１） 2 号認定の主食代は補足給付の対象とはならないのか？ 

  Ａ．２号認定の主食代は対象となりません（給食費は１号認定のみが対象です）     

（２） 以前は「実費徴収額の半額」を補助する枠組みだったが「半額」という概念はなくなったのか？ 

  Ａ．半額という概念はなくなり、基準額（上限額）が設定されました。 

（３） 実費徴収額の報告、領収証等の提出等は？ 

  Ａ．なんらかの書類の提出は必要になるかと予想されますが、現時点では詳細は不明です。 

３月初旬頃に国から提示される予定ですので３月の説明会等でお知らせします。 

 

 

◆「実費徴収に係る補足給付事業」は新制度施行に伴い新たに創設される事業です。 

（地域子ども・子育て支援事業の１つ） 

◆対象者は生活保護世帯です（＝利用者負担区分階層がＡ階層） 

◆実費徴収の内容によって、２種類に分類されます。 

 ①給食費（１号認定のみ）：基準額（１人あたり月額）4,500 円 

 ②教材費・行事費等（１、２、３号）：基準額（１人あたり月額）2,500 円 
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平成27年度⼦ども・⼦育て⽀援新制度 利⽤者負担額（案）※平成27年2⽉4⽇現在

標準時間 短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間

⽣活保護世帯 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市⺠税⾮課税世帯（ひとり親世帯等） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

市⺠税⾮課税世帯（上記以外の世帯） 2,100 700 2,100 2,100 700 700 3,200 3,100 1,100 1,000 2,800 2,700 1,100 1,000

市⺠税均等割のみ 3,000 1,500 4,900 4,900 1,700 1,700 6,700 6,500 2,300 2,200 4,000 3,900 1,600 1,500

D1 市⺠税所得割課税額 10,000円以下 6,300 2,200 6,400 6,300 2,200 2,200 8,200 8,000 2,900 2,800 5,100 5,000 2,100 2,000

D2  10,001 円以上 〜  48,600 円以下 7,500 2,700 7,600 7,500 2,700 2,700 10,000 9,800 3,500 3,400 6,300 6,100 2,500 2,400

D3  48,601 円以上 〜  50,400 円以下 9,400 3,300 9,500 9,400 3,300 3,300 12,500 12,200 4,400 4,300 8,600 8,400 3,400 3,300

D4  50,401 円以上 〜  57,600 円以下 10,900 3,900 11,000 10,900 3,900 3,900 14,500 14,200 5,100 5,000 10,800 10,600 4,300 4,200

D5  57,601 円以上 〜  77,100 円以下 12,600 4,500 12,800 12,600 4,500 4,500 16,500 16,200 5,800 5,700 13,100 12,800 5,100 5,000

D6  77,101 円以上 〜  97,000 円以下 15,000 5,500 15,600 15,300 5,500 5,500 20,400 20,000 7,100 6,900 19,000 18,600 7,100 6,900

D7  97,001 円以上 〜 102,600 円以下 17,000 6,700 19,500 19,100 6,800 6,700 25,000 24,500 8,800 8,600 21,900 21,500 8,800 8,600

D8 102,601 円以上 〜 120,600 円以下 17,000 6,700 21,500 21,100 7,500 7,300 29,000 28,500 10,200 10,000 26,900 26,400 10,100 9,900

D9 120,601 円以上 〜 138,600 円以下 18,800 8,100 23,500 23,100 8,200 8,000 34,000 33,400 11,900 11,600 31,100 30,500 11,900 11,600

D10 138,601 円以上 〜 169,000 円以下 18,800 8,100 24,800 24,300 8,700 8,500 38,000 37,300 13,300 13,000 35,000 34,400 13,300 13,000

D11 169,001 円以上 〜 174,900 円以下 18,800 8,100 25,800 25,300 9,000 8,800 41,500 40,700 14,500 14,200 38,100 37,400 14,500 14,200

D12 174,901 円以上 〜 192,900 円以下 20,300 9,300 26,800 26,300 9,400 9,200 44,500 43,700 15,600 15,300 41,000 40,300 15,600 15,300

D13 192,901 円以上 〜 211,200 円以下 20,300 9,300 27,500 27,000 12,400 12,100 47,500 46,600 21,400 21,000 43,800 43,000 21,400 21,000

D14 211,201 円以上 〜 228,900 円以下 21,800 10,900 28,300 27,800 12,700 12,400 50,200 49,300 22,600 22,200 46,200 45,400 22,600 22,200

D15 228,901 円以上 〜 246,700 円以下 21,800 10,900 29,300 28,800 13,200 12,900 53,000 52,000 23,900 23,400 48,800 47,900 23,900 23,400

D16 246,701 円以上 〜 255,700 円以下 21,800 10,900 30,400 29,800 13,700 13,400 55,000 54,000 24,800 24,300 50,600 49,700 24,800 24,300

D17 255,701 円以上 〜 264,700 円以下 23,000 11,500 31,800 31,200 14,300 14,000 57,000 56,000 25,700 25,200 52,200 51,300 25,700 25,200

D18 264,701 円以上 〜 273,700 円以下 23,000 11,500 33,000 32,400 18,200 17,800 58,000 57,000 26,800 26,300 53,600 52,600 26,800 26,300

D19 273,701 円以上 〜 282,700 円以下 23,000 11,500 33,900 33,300 18,600 18,200 59,000 57,900 27,900 27,400 55,000 54,000 27,500 27,000

D20 282,701 円以上 〜 291,700 円以下 23,000 11,500 35,000 34,400 19,300 18,900 60,000 58,900 29,000 28,500 55,300 54,300 27,700 27,200

D21 291,701 円以上 〜 301,000 円以下 24,000 12,000 36,200 35,500 19,900 19,500 61,000 59,900 30,100 29,500 55,600 54,600 27,800 27,300

D22 301,001 円以上 〜 309,700 円以下 24,000 12,000 37,400 36,700 20,600 20,200 64,500 63,400 33,100 32,500 55,900 54,900 28,000 27,500

D23 309,701 円以上 〜 335,800 円以下 24,000 12,000 38,600 37,900 21,200 20,800 68,000 66,800 36,200 35,500 56,300 55,300 28,200 27,700

D24 335,801 円以上 〜 361,300 円以下 25,200 12,600 39,800 39,100 21,900 21,500 71,500 70,200 39,300 38,600 56,700 55,700 28,400 27,900

D25 361,301 円以上 〜 387,700 円以下 25,200 12,600 40,900 40,200 22,500 22,000 73,600 72,300 39,700 39,000 57,200 56,200 28,600 28,100

D26 387,701 円以上 〜 397,000 円以下 25,200 12,600 42,500 41,700 23,400 23,000 75,600 74,300 40,000 39,300 57,700 56,700 28,900 28,400

D27 397,001 円以上 25,200 12,600 43,500 42,700 23,900 23,400 77,500 76,100 42,600 41,800 58,100 57,200 29,100 28,600

３号（⼩規模保育、家庭的保育、事業所内保育）

第１⼦ 第２⼦

3号（認定こども園、保育所）

第１⼦ 第２⼦

市
⺠
税
課
税
世
帯

階層区分 第２⼦第１⼦

B2

C

第１⼦ 第２⼦

2号

A

B1

1号
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Q１ 利用料の日割りはどのようになるのか？

A

　月の途中に利用開始又は利用を止めた方は、施設・事業ごとの在籍日数に応じた利用料になります。
＜１号認定＞
その月の利用料＝利用料（月額）×在籍日数（日曜・祝日は除く・25日を超える場合は25日）÷25日
＜２号・３号認定＞
その月の利用料＝利用料（月額）×在籍日数（日曜・祝日は除く・20日を超える場合は20日）÷20日
※欠席については、日数に関わらず日割り計算はされません。

Q２ 幼稚園・認定こども園等の特定負担額については、日割りしてもよいのか？

　特定負担額については、金額・徴収時期・徴収方法など施設・利用者間の同意の上に決定していただく
ものとなります。

Q３ 第２子・第３子の利用料の考え方は？

A

　多子軽減の取扱いについては、現行の幼稚園、保育所のおける取扱いと同様の措置を講じることとして
います。
＜１号認定＞
小学校１年生から３年生又は以下の施設・事業に在籍しているお子さんの中で年齢の高い順に第１子、
第２子、第３子と数えます。
＜２号・３号認定＞
以下の施設・事業に在籍しているお子さんの中で、年齢の高い順に第１子、第２子、第３子と数えます。
（施設・事業）
認可保育所、幼稚園、認定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問
型保育事業、横浜保育室、特別支援学校幼稚部、情緒障害児短期治療施設通所部、障害児通所支援

※第３子の利用料は無料となります。

Q４ 「きょうだい児多子軽減届出書」の提出先はどこか？

A
　お住まいの区の区役所へ提出してください。
※施設のご利用開始以降は施設等がある区へ提出してください。

Q５ 一度決定した利用料は、卒園するまで変わらないのか？

A 　利用料は認定内容と保護者の市民税額に応じて毎年決定しますので、変更となる場合があります。

Q６ 利用料は次いつ変更になるのか

A
　27年９月以降の利用料は27年度の市民税額を反映した利用料に変更になります。
※認定区分が変更なければ、27年９月から28年８月まで同一料金となります。

Q７ 横浜市民が横浜市外の施設を利用する場合の利用料は

A 　横浜市が定めた利用料が適用されます。

Q８ 横浜市外の方が横浜市の施設を利用する場合の利用料は

A 　居住の市町村（例えば川崎市）が定めた利用料が適用されます。

Q９ 年度途中に誕生日を迎えた場合の利用料はどうなるのか

A
　利用料は、年度当初の実施年齢により決定するので、年度途中に誕生日を迎えても、年齢による変更
はありません。

Q10 保育料の軽減等の制度はあるのか

A
　世帯の負担能力に著しい変動が生じ、利用料の支払いが困難となる等、一定の条件を満たす場合、利
用料が軽減される場合があります。（育児休業や自己都合退職・転職等は軽減の対象になりません）利用
者からお問い合わせがあった場合は、各区役所をご案内してください。

利用料関連　QA
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４ 新規利用、認定区分の変更に伴う利用料の扱い等について 

 

１ 新規利用 

（１） 新規利用（入園）及び退園については、月途中での実施が可能であり、給付費・利用者負担とも 

に日割りとなります。 

１号認定：その月の在園日数／２０日 

２・３号認定：その月の在園日数／２５日 

   （実費徴収、特定負担額をどうするかは各施設・事業者の園則・契約内容等によります） 

 

（２） 満３歳児クラスにおける取扱い 

ア 満３歳児クラスがある認定こども園・幼稚園で満３歳となった子どもが新たに１号認定を申請 

する場合については、新規利用と同じ扱いです。 

※各園の運用により利用開始を満３歳となった次の月初とすることも可能ですし、そうすれば 

利用料・給付費の日割り計算は必要ありません。 

イ 満３歳児クラスの１号認定申請については、該当する園児の申請書を、利用を開始する前月の 

 1 日以降、利用開始日までに提出してください（遅くても利用開始日までの申請が必要です。）。 

申請書の提出先は、以下のとおりです。 

【27 年３月 31 日までに認定申請書を提出する場合】 

こども青少年局企画調整課新制度準備担当 

【27 年４月１日以降に認定申請書を提出する場合】 

施設の所在する区の区役所こども家庭支援課 

注意 市外居住の子どもについては、居住市町村にお問い合わせください。 

注意 法律上、誕生日前日に年齢が加算されます。６月２日に３歳の誕生日を迎える子どもは、 

６月１日に法律上３歳になり、６月１日から１号認定を受け、利用することが可能です。 

 

（３） 申請方法等 

    利用者は利用する園を通じて申請書等を提出します。 
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５ 給付(請求)事務に係るスケジュール概要 

予定項目 

２月 

(実施中) 
 ・ 請求明細作成ソフトインストール(訪問･送付) 
 ・ 請求明細作成ソフト操作研修 
(下旬) 
○ 審査結果通知送付先･振込先口座情報 提
出依頼 ・・・① 

○ 請求明細データ送信用ＩＤ/パスワード
及び施設･事業所番号のお知らせ ・・・② 

３月 

(１日から) 
○ 請求明細作成ソフト事前入力(施設情報、
児童情報等) ・・・③ 

(下旬) 
 ・ 施設･事業者向け説明会 

４月 

(１日から) 
 ・ 請求明細作成ソフト入力(利用実績) 
(下旬) 
 ・ 請求明細データ送信 
 ・ 請求明細データの事前仮審査 

５月 
以降 【月例スケジュール 参照】・・・④ 

 公定価格、

独自助成の

加算等に関

する書類の

準備 

(職員情報

ほか) 
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① 審査結果通知送付先･振込先口座情報の提
出について 

② 請求明細データ送信用ＩＤ/パスワード及び
施設･事業所番号のお知らせ 

○ 審査結果通知書の送付先 
給付対象施設･事業者からお送りいただいた、請求明細データの審査

結果と請求書のひな型を、横浜市からお送りしますので、送付先(請求
書を発行･押印できる、法人本部等)をお知らせください。 

○ 振込先口座の情報 
給付費は、運営法人もしくは施設･事業所の代表者名義の口座へ振り

込みます。他名義の口座へ振り込む場合には、委任が必要となりますの

で、事前に毎月の給付費の振込先口座をお知らせください。 
※ ご利用の金融機関によって、振込に係る日数が異なりますので、ご注意ください。 

○ 請求明細データ送信用ＩＤ/パスワード 
○ 施設・事業所番号 

請求明細データをお送りいただく際に必須となる、施設･事業所固有
の情報を送付いたします。 

※ 施設･事業所ごとに異なる、固有の番号です。 
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③ 請求明細作成ソフト事前入力 

○ 施設情報 
  ・基本情報 

(施設･事業所番号、名称、住所、開所時間、利用定員 等) 
  ・公定価格、独自助成等の加算情報に関する項目 
  ・データ送信情報 
○ 児童情報 
  ・基本情報 

(認定証番号、氏名、保護者氏名、住所、生年月日、認定区
分 等) 

○ 職員情報 
  ・処遇等改善加算の加算率算定対象となる職員の情報 

 公定価格、独自助成の加算等に関する書類の準備(職員情報ほか)に

ついての詳細は、別途お知らせいたします。 
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給付費請求 月間スケジュール イメージ 

 

 

 

 
 

 原則毎月５日締切 

(請求明細データ) 

【前月分実績】 

    

 

     

 
横浜市から 

７日頃発送 

審査結果通知書 

    

 

   
 

 
 

 
12 日締切 

請求書・明細書 

実績記録票等 

 
原則毎月 12 日締切

(請求明細データ) 

【前月分実績】 

  

 

 

 
横浜市から 

13 日頃発送 

審査結果通知書 

 
エラー明細のみ 

再請求 

 

 
 

  

 

 

  
19 日締切 

請求書・明細書 

実績記録票等 

 原則毎月 19 日締切

(再請求) 

 

 

 

 
 横浜市から 

20 日頃発送 

審査結果通知書 

 
 

 

 

 

 

  
 

 
 

月末締切 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

※ 締切日は、５月･９月･年末年始など、休日が多い月は前倒しになります。 

データ提出 

通知受領 

データ提出請求書提出 

通知受領

データ提出請求書提出

24 日振込 

通知受領 

請求書受領 

翌月10日 

振込 

月末振込

早期フロー エラーフロー 通常フロー 
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スケジュール例 平成 27 年４月分(５月請求)【請求受付から支払まで】 

 

平成２７年 早期フロー 通常フロー エラーフロー

5月1日(金)

5月2日(土)

5月3日(日)

5月4日(月)

5月5日(火) データ提出

5月6日(水)

5月7日(木) (横浜市から審査結果通知　発送)

5月8日(金)

5月9日(土)

5月10日(日)

5月11日(月)

5月12日(火) 請求書提出 データ提出

5月13日(水) (横浜市から審査結果通知　発送)

5月14日(木)

5月15日(金)

5月16日(土)

5月17日(日)

5月18日(月)

5月19日(火) 請求書提出 データ提出

5月20日(水) (横浜市から審査結果通知　発送)

5月21日(木)

5月22日(金) 振込

5月23日(土)

5月24日(日)

5月25日(月)

5月26日(火)

5月27日(水)

5月28日(木)

5月29日(金) 振込 請求書提出

5月30日(土)

5月31日(日)

6月1日(月)

6月2日(火)

6月3日(水)

6月4日(木)

6月5日(金) データ提出

6月6日(土)

6月7日(日)

6月8日(月) (横浜市から審査結果通知　発送)

6月9日(火)

6月10日(水) 振込
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認定事務について 

１ 新制度における認定手続きについて 

（１）認定について 

・新制度においては、施設・事業を利用するにあたって、支給認定区分を証した“認定証”

が必要となります。（利用者からの申請に基づき、市が発行。） 

・平成 27 年 4 月から利用を希望する市内在住の方に対する“認定証”（１号）は、税書類の

確認が必要などの状況を除き、発行済みです。 

※発行に関するお問い合わせは、保護者の居住区のこども家庭支援課にご連絡ください。 

・今後、新たに申請書の提出があった場合は、認定申請書の「受理欄」の右下に、利用開始

日（満３歳の場合は給付対象としての利用開始日）及び園長の署名（押印でも可）をご記

載の上、提出してください。提出先は、以下のとおりです。 

 

 【27 年３月 31 日までに認定申請書を提出する場合】 

  こども青少年局企画調整課新制度準備担当 

 【27 年４月１日以降に認定申請書を提出する場合】 

  施設の所在する区の区役所こども家庭支援課 

  

（２）契約者一覧の提出について 

・市内在住の 1 号認定者の一覧として「施設・事業利用者一覧（１号）」を送付いたしまし

た。 

・契約状況に応じ修正を加えたものを、「契約者一覧」として 27 年２月 18 日（水）まで

にご提出いただくようにお願いしております。可能な限り、期限までに全ての利用者につ

いて契約を結んでいただくようお願いしておりますが、契約が完了できていない場合は、

以下のようにご対応ください。 

 

ア 利用者との契約が完了していない場合であっても、利用が見込まれる園児については、

一覧から削除しないでください。明らかに利用しないことがわかった園児についてのみ線

を引いて削除したものを、その時点での契約者一覧として 27 年２月 18 日（水）までに

ご提出ください。（控えを園で保管しておいていただくようお願いいたします。） 

イ ２月 18 日（水）までに提出した一覧から変更が生じた場合は、保管しておいた控えに赤

字で記入の上、３月 13 日（金）までに施設が所在する区の区役所こども家庭支援課へご

提出ください。 

（変更がなかった場合は、提出不要です。） 

ウ ３月 14 日（土）以降、お送りいただいた契約者一覧に万が一変更が生じた場合は、速や

かに施設が所在する区の区役所こども家庭支援課へご連絡ください。 
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（３）今後の日程について 

・3 月下旬…施設・事業者へ「契約締結者一覧」（利用料記載）を発送、保護者へ利用料通

知書を発送します。 

・市町村民税の賦課決定時期が６月となることから、直近の所得の状況を反映させる観点か

ら、９月 1 日に利用料が切り替わります。 
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